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１. 15年 2月期の連結業績（平成 14年 2月 21日 ～ 平成 15年 2月 20日）
(1)連結経営成績 （単位:百万円未満切捨て）

　　　 営  業  収  益 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 2月期 1,179,913 △ 0.1 49,659 9.9 47,245 12.5
14年 2月期 1,181,219 0.7 45,193 33.8 41,980 35.3

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年 2月期 12,544 - 65.29 - 6.2 5.3 4.0
14年 2月期 △ 17,035 - △ 90.00 - △ 7.8 4.9 3.6

(注)①持分法投資損益 15年 2月期    310 百万円          14年 2月期    61 百万円
     ②期中平均株式数（連結） 15年 2月期    189,186,637株       14年 2月期    189,282,999株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 2月期 892,853 206,576 23.1 1,091.40
14年 2月期 881,716 197,981 22.5 1,046.02

（注）期末発行済株式数（連結） 15年 2月期    189,101,963株       14年 2月期    189,271,311株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 2月期 60,087 △ 45,859 △ 11,110 75,065
14年 2月期 75,748 △ 68,873 3,263 71,534

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  19　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）    1 社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   1 社    （除外）　   -  　社

２. 16年 2月期の連結業績予想（ 平成 15年 2月 21日  ～  平成 16年 2月 20日 ）
　 　　  　営  業  収  益 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 581,100 21,500 4,900
通　　期 1,167,000 43,600 11,800

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            62 円  34 銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
   これらの業績予想とは異なることがありますことをご了承おき下さい。
   なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の経営成績及び財政状態の２.次期の予想を
   参照して下さい。

米国会計基準採用の有無    無
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１.企業集団の状況 
 

    当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。 

 
  

 小  売  業 
 

 

 (専門店)        (総合小売業)  

 ㈱ さ が 美    ＵＮＹ(ＨＫ)ＣＯ．，  

    商品供給             ＬＩＭＩＴＥＤ  

 ㈱ モ リ エ     

  店舗内出店の賃貸等 

(総合小売業) 
 

 ㈱ パ レ モ      

            (総合小売業)  

 ㈱ラフォックス  ユニー㈱ 土地の賃貸借 ㈱  ユ ー ス ト ア  

            

         他６社    

     （コンビニエンスストア）  

 （連結財務諸表提出会社）  (持株会社)  

     ㈱シーアンドエス  

 （その他の小売業） 店舗内出店の賃貸借  事務所の賃貸借 (事業会社)  

     サークルケイ・ジャパン㈱  

 ㈱ハーツ    ㈱サンクスアンドアソシエイツ  

   他１４社  

 

 

 

 
 
そ の 他 

 

 クレジット業務の請負  清掃・警備・保守の請負    店舗の賃貸     保険業務・ﾘｰｽ取引      商品の仕入れ 

 (クレジット業)  (施設管理業)  (不動産賃貸業)  (保険代理業)  
（惣菜等の製造・ 

加工・卸売） 
 (ゴルフ場)  

             
 ㈱ユニーカードサービス  ㈱サン総合メンテナンス  ㈱ユーライフ  ㈱ユニーサービス  カネ美食品㈱  青木ヶ原高原開発㈱  
             
        
 
 

 
 

 
東名クラウン開発㈱ 

 
 

   
 

 

 

他２２社 

 

（注）上記図示のほか、㈱ユニーサービスはグループ各社と保険業務・リース取引を、㈱ユニーカードサービスはグループ各社とクレジット業
務の請負を、㈱サン総合メンテナンスはグループ各社と施設管理業務の請負を行っています。 

      また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、サークルケイ・ジャパン㈱へは商品の供給を行っています。 
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２．経 営 方 針 
 

１.経営の基本方針 
ユニーグループは、総合小売店、コンビニエンスストア、各種専門店をチエーン展開する小売業者として、それぞれの店舗が存

在する地域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商品とサービスを提供し、お客様の支持の下に中長期的
な利益成長を遂げ、株主の期待に応えてまいります。そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗

機能を見直し、お客様へのサービスレベルを高めるとともに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な活
用と収益性の確保に努めてまいります。 

 
２.利益配分に関する基本方針 

 配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、安定的な配当を継続して
いくことを基本方針としています。 

当期におきましては、期末配当金として普通配当金５円と特別配当金５円を予定しています。年間配当金は、中間配当金の８円

を含め、前期と比べ２円増配の１８円を予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に充当する予定です。
今後とも効率的な資金配分につとめ、財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組んでまいります。尚、当期末時点における投資単

位は５０万円以上となっていますが、投資単位の引き下げについては、市場の要請と株券発行、名義書換等の手数料等による費用の
増加を勘案し慎重に対処していきたいと考えています。 

 
３.グループの運営方針 

ユニーグループ企業のうち、上場子会社とは月１度のグループ経営会議を持ち、各社の経営課題や経営戦略についての確認と業
績状況の把握を行っています。その他の子会社については、２ヶ月に１度同様な会議を持ち必要により、ユニー㈱が戦略的な枠組

みを示し、総合的な支援を行います。 
また、グループ各社は、以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢献します。 
 ①現場、現実に立脚し、迅速な意志決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

 ②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 
 ③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 

 
４.経営課題及び経営戦略 

＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 
①オーバーストアによる競争激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさらに進めてまいります。新

店開発の投資配分としましては、大部分がアピタ、ユーストアへの投資でありますが、従前から行ってきたホームセンター
（ユーホーム）のほかに、リニューアルを中心としたミニＧＭＳ（ジョイマート）、スーパーマーケット（ラ フーズコア）
の実験的な展開をはじめています。アピタについてもより大型化した次世代型大型アピタの検討をしています。 

②既存店の営業力、収益力を高めるために、個店対応力を強化してまいります。マーケットの特性、消費行動の変化に適応す
るため常に品揃えを見直し、必要な改装投資を行います。また、人的生産性向上のため店内組織、店内作業を見直し、より

効率化を行ってまいります。 
③商品面では、引き続き売上総利益率の改善に取り組んでまいります。衣料については、品質重視を基本にした開発商品の拡

充と商品計画の精度アップにより売価修正ロスの削減、住関については海外輸入商品の拡大と物流改革、食品についてはＰ
Ｂ商品の拡大と物流改革を行ってまいります。 

 
＜コンビニエンスストア（㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジャパン㈱、㈱サンクスアンドアソシエイツ）＞ 

 ①グループで６,０００店舗を超える事業規模をベースにして、マーケティング活動、情報システム開発、新しいサービ
スメニューの開発に取り組んでまいります。サークルケイ・ジャパン㈱と㈱サンクスアンドアソシエイツは競争しあう
中で、知識と情報を共有し、規模のメリットを追及してまいります。 

 ②２００４年２月期を大規模な構造改革の年度と位置づけ不採算店舗の一掃と固定費の削減をしてまいります。 
 ③加盟店指導力及び商品開発力を強化し、加盟店利益の確保にも積極的に取り組んでまいります。 

 
＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱モリエ等）＞ 

 ①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 
 ②㈱さが美においては、「お客様第一主義」をスローガンとして、接客販売、顧客の組織化、顧客満足度を追求した商品開発

により、顧客対応力を強化します。また新業態の育成、開発を行ってまいります。 
 ③㈱パレモは、企業基盤の強化を目指し、ディスティネーションストアを創造します。また、アパレルとのコラボレーション

を強化し、ＰＢ商品の育成をしてまいります。 
 

＜その他（㈱ユニーカードサービス等）＞ 

①㈱ユニーカードサービスにおいては積極的な会員募集を行い、早期に３００万人体制にします。 

②㈱ユニーサービス、㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グル
ープ各社のコスト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 
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３.経営成績及び財政状態 
. 

１.当期の概況 

 
（１）営業収益 

 

  セグメント別営業収益                   （単位：百万円） 
 当期 前期 

  営業収益 構成比  営業収益 構成比 
前期比 

      ％      ％    ％ 
総合小売業 916,920 77.7 926,703 78.5 98.9 
コンビニエンスストア 158,313 13.4  153,889 13.0 102.9 
専門店 95,027  8.1   93,764  7.9 101.3 
その他 28,851  2.4   27,288  2.3 105.7 
消去又は全社 ( 19,200) ( 1.6) ( 20,427) ( 1.7)    94.0 

計 1,179,913 100.0 1,181,219 100.0    99.9 

 
 連結営業収益は、前期比０.１％減の１,１７９,９１３百万円で、内、売上高は０.８％減、手数料収入等は４.４％増となりま

した。 

 
  セグメント別の総合小売業の営業収益は、１.１％減の９１６,９２０百万円となりました。既設店売上高伸長率は、ユニー㈱

で３.４％減、ユーストアで０.８％増となり、前期がそれぞれ６.４％減、６.２％減であったのに対し改善しました。デフ

レ経済の影響を受けてはいるものの、新設店による競合の発生が一巡してきたことにより、食品、衣料、住関の順に回復し
つつあります。期中の開店はユニー㈱でアピタ３店舗、ラ フーズコア１店舗、㈱ユーストアでは３店舗の開店があり、閉店は

ユニー㈱で８店舗ありました。 

 
コンビニエンスストアの営業収益は、前期比２.９％増の１５８,３１３百万円で、うち、サークルケイ・ジャパン㈱は前期比

１.８％増の９３,０９０百万円（前期は、㈱シーアンドエス発足前のサークルケイ・ジャパン㈱と会社分割後の事業会社のサー

クルケイ・ジャパンの営業収益を合算して計算）、㈱サンクスアンドアソシエイツは前期比４.５％増の６５,２２３百万円とな

りました。既設店売上高伸長率は、サークルケイ・ジャパン㈱で１.６％減、㈱サンクスアンドアソシエイツで２.５％減と前期
に比べて悪化しています。これは、同業他社との競合の発生と、総合小売業やスーパーマーケット等の営業日数、営業時間の拡

大の影響を受けたことによります。店舗数はエリアフランチャイズを除きそれぞれ１２７店、１１９店純増しています。 

 
 専門店の営業収益は１.３％増の９５,０２７百万円となりました。㈱さが美は店舗数が１５店舗増加しましたが、既設店売上

高伸長率が２.９％減となり１.６％の減収となりました。㈱パレモは、店舗数は４店舗の増加にとどまりましたが、既設店売上

高伸長率が前期比３.２％増となり営業収益は７.４％増となりました。㈱モリエ、㈱ラフォックスの営業収益はそれぞれ１.３％
減、８.５％減となりました。 

 

その他セグメントでは、㈱ユニーカードサービスで会員数が前期比３４万人増加し１５７万人となったことを反映して、
営業収益は前期比１９.７％増となりました。東名クラウン開発㈱と㈱サン総合メンテナンスはそれぞれ、ほぼ前期並みの

実績となりました。 
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（２）利益 
 

  セグメント別営業利益                    （単位：百万円） 

 
当期 前期 

 
営業利益 構成比 営業利益 構成比 

 前期比 

      ％      ％      ％ 

総合小売業    22,035  44.4    18,179  40.2  121.2 
コンビニエンスストア    23,420  47.2    23,797  52.7   98.4 
専門店     2,707   5.4     2,125   4.7  127.4 
その他     1,487    3.0     1,030    2.3  144.4 
消去又は全社       9    0.0        60    0.1   15.0 

    計    49,659  100.0    45,193  100.0  109.9 
 
 営業総利益は、前期比１.８％増の４１８,８２８百万円となりました。売上高は０.８％減ではありましたが、売上総利
益は前期比０.３％増加して２６６,０５５百万円となり、売上総利益率は前期比０.３％改善し２５.９％になりました。こ

れは、主に、総合小売業の売上総利益率の改善によるものです。一方、不動産賃貸収入は前期比２．０％、手数料収入は前

期比５.２％の増加となりました。手数料収入のうち、コンビニエンスストアの加盟店からの収入は前期比３.７％、クレジ
ットカードによる手数料収入は前期比１９．７％それぞれ増加しました。 

販売費及び一般管理費は前期比０.８％増の３６９,１６８百万円になりました。その結果、営業利益は９.９％増の 

４９,６５９百万円となり、営業収益比営業利益率は前期より０.４％改善して４.２％となりました。 
 

セグメント別の総合小売業の営業利益では、①売上高の減少を売上総利益率の改善によりカバーしたこと②賃借料をはじ

めとした諸経費を削減したこと等により、前期比２１.２％増の２２,０３５百万円となりました。一方、コンビニエンスス
トアにおいては、営業収益は２.９％増となりましたが、新規出店により賃借料や店舗設備リース料など経費が増加し、営

業利益は前期比１.６％減の２３,４２０百万円となりました。専門店では、㈱さが美、㈱パレモ及び㈱モリエの増益により

２７.４％増の２,７０７百万円となりました。その他セグメントの営業利益は、㈱ユニーカードサービスの増益により前期

比４４.４％増の１,４８７百万円となりました。 
 

支払利息から受取利息と配当金を差し引いた純金融費用は、前期の２,７３５百万円から２,６９２百万円に減少しました。 

経常利益は、１２.５％増の４７,２４５百万円になり、営業収益比経常利益率は前期の３.６％から４.０％へ上昇しました。 
 

 特別利益には固定資産売却益３０８百万円、受取補償金４５６百万円、前期損益修正益３８５百万円を含んでいます。特

別損失としては、固定資産処分損として４,９９０百万円、投資有価証券評価損２,５２５百万円、早期退職者退職金６２３
百万円などを計上しています。 

 

税金等調整前当期純利益は、前期が退職給付会計基準の適用に伴う変更時差異として４９,２９６百万円の特別損失を計
上したことにより１７,８１８百万円の当期純損失であったのに対し３８,４２６百万円となりました。税効果会計の適用に

よる法人税等の負担１７,９７４百万円、少数株主帰属利益７,９０７百万円を控除し、前期の当期純損失１７,０３５百万

円に対し、当期純利益は、１２,５４４百万円を計上することとなりました。 
 

 

（３）キャッシュ・フロー 
当期の現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの収入が投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの支出と財務活動によるキャッシュ・フローの支出を上回り、前期末残高に比べ３,５３０百万円増加し７５,０６５百万

円となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー収入は、前期比１５,６６０百万円減少し６０,０８７百万円となりました。前期は 
１７,８１８百万円の税金等調整前当期純損失であったのに対し、当期は３８,４２６百万円の税金等調整前当期純利益とな

りました。一方、前期の当期純損失の原因となった退職給付引当金の増額及び貸倒引当金の増額は合わせて、 

前期比５１,６９５百万円の減少となりました。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出の減少を主な要因として前期より支出が 

２３,０１３百万円減少し、４５,８５９百万円の支出となりました。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の３,２６３百万円の収入から１１,１１０百万円の支出に転換しました。こ
れは、主に、前期は有利子負債により９,２０４百万円調達したのに対し当期は有利子負債（短期借入金、長期借入金、コ

マーシャルペーパー、社債）をトータルすると４,７４６百万円返済したことによります。 

 
２.次期の予想 

 

次期の個人消費もデフレ経済の影響を受け、弱めの動きが続くと予想されます。総合小売業では、既設店売上高伸長率に
ついて、ユニー㈱は９８.８％を、㈱ユーストアは９９.４％を予想しています。新設店はユニー㈱でアピタ１店舗、ユーホ

ーム１店舗、ラ フーズコア３店舗を、㈱ユーストアで５店舗を予定しています。総合小売業の営業収益は、既設店売上高

の前期割れと、ユニー㈱における当期中に閉店した８店舗及び次期の閉店による売上減の影響により当期比１.２％程度の
減収と予想しています。こうした中で、次期はマーチャンダイジングの構造改革をさらに進め売上総利益率の向上に取り組

んでまいります。すなわち、①備蓄センターの集約、共配の利用等、物流の見直し②仕入・在庫計画の精度を向上し、売価

修正の削減をしていきます。また、人件費、賃借料について、さらに削減してまいります。尚、店舗閉鎖に伴う特別損失も
高水準になると予想しています。 

コンビニエンスストアでは、既設店売上高伸長率について高額ハイウェイカードの売上が減少することからサークルケ

イ・ジャパン㈱は前期比９４.３％、㈱サンクスアンドアソシエイツは９５.３％を予想しています。このセグメントでは次
期を大規模な構造改革の年と位置づけ、不採算店舗などを４５０店閉店し、店舗数は５０店の純減を予定しています。営業

収益は閉店による自営店の売上高が減少するため２.４％の減収を予想しています。こうした中で、固定費に対する構造的

な対策と値入率の改善をしてまいります。また、閉店に伴う損失を営業外費用として計上する予定であり、経常利益はおよ

そ２０％程度の減益を予想しています。 
専門店でも、既設店売上高伸長率は㈱さが美で９８.５％、㈱パレモで９８.０％と前期割れが予想されますが、店舗の積

極的なスクラップ＆ビルドと既設店の販売力強化により、個店の収益力を高め、新業態の開発も行っていきます。 

㈱ユニーカードサービスは、当期に増加した新規会員をベースにショッピング及び金融収益の拡大に結びつけていきます。
さらに、次期も４３万人の新規会員獲得により会員数２００万人を目指してまいります。 

 

ユニーグループ厚生年金基金においては、平成１５年２月１７日付で代行部分の将来分支給義務免除の認可を受けており
ます。これについては、原則法で処理しております。また、当期末から割引率を３％から２％に変更しております。以上の

変更点と当期の運用結果を考慮しますと、次期の退職給付費用は当期に比べ約２，３００百万円の負担増となります。 

 
このような状況のもと、次期の営業収益は、前期比１.１％減の１,１６７,０００百万円、経常利益は７.７％減の 

４３,６００百万円、当期純利益は５.９％減の１１,８００百万円を予想しています。 
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連結貸借対照表 
  前連結会計年度 

（平成１４年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１５年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（資産の部）       

Ⅰ流動資産       
１ 現金及び預金 ※１ ６０，１１６  ６８，８９０  ８，７７３ 

２ 受取手形及び 

  売掛金 
※１ ２７，７７７  ２６，１２０  △１，６５７ 

３ 有価証券 ※１ １６，６２５  ７，３９９  △９，２２５ 

４ たな卸資産  ６０，５６５  ５９，１６１  △１，４０４ 

５ 繰延税金資産  ４，７９３  ５，０８５  ２９２ 
６ その他  ４５，９５９  ５９，２９１  １３，３３２ 

７ 貸倒引当金  △ １，７５８  △ １，６１８  １４０ 

流動資産合計  ２１４，０７８ ２４．３ ２２４，３２９ ２５．１ １０，２５０ 

       
Ⅱ固定資産       

（１）有形固定資産 ※２      

１ 建物及び構築物 ※１ ２００，１２５  ２０１，３４０  １，２１４ 

２ 器具及び備品  １５，７４４  １３，５４２  △２，２０２ 
３ 土地 ※１ １５５，６９０  １５８，６９１  ３，００１ 

４ 建設仮勘定  ３, ４０１  ３, ３９０  △１１ 

５ その他  ６，９０８  ７，１６８  ２６０ 

有形固定資産合計  ３８１，８６９ (４３．３) ３８４，１３２ (４３．０) ２，２６２ 

（２）無形固定資産       

１ 借地権  ９，５７７  ９，８８２  ３０５ 

２ 連結調整勘定  ２５，４３９  ２３，９３０  △１，５０９ 
３ その他  １６，３１８  １３，７２４  △２，５９４ 

無形固定資産合計  ５１，３３６ ( ５．８) ４７，５３７ ( ５．３) △３，７９８ 

（３）投資その他の資産       
１ 投資有価証券 ※1，3 ２４，６９３  ２４，７３５  ４１ 

２ 長期貸付金  ３，３３１  ３，３２０  △１０ 

３ 繰延税金資産  ２４，８５２  ２８，３８７  ３．５３５ 

４ 再評価に係る 

  繰延税金資産 
※５ １, ３４６  １, ３４４  △２ 

５ 長期差入保証金  １６６，２９３  １６４，０８３  △２，２１０ 

６ その他 ※３ １７，７８５  １９，１２４  １，３３９ 

７ 貸倒引当金  △ ３，８８７  △ ４，１４２  △２５４ 

投資その他の資産合計  ２３４，４１５ (２６．６) ２３６，８５３ (２６．６) ２，４３８ 

固定資産合計  ６６７，６２１ ７５．７ ６６８，５２３ ７４．９ ９０２ 

       
Ⅲ繰延資産       

１ 社債発行差金  １６  ―  △１６ 

繰延資産合計  １６ ０．０ ― ― △１６ 

資産合計  ８８１，７１６ １００．０ ８９２，８５３ １００．０ １１，１３６ 
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  前連結会計年度 

（平成１４年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１５年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（負債の部）       
Ⅰ流動負債       
１ 支払手形及び買掛金  １１４，６３５  １１５，５０４  ８６９ 
２ 短期借入金 ※１ ２５，００５  １４，３８８  △１０,６１６ 

３ １年内償還予定社債  １８，０００  １０，０００  △８,０００ 
４ １年内返済予定 

長期借入金 
※１ 

８，７３７  １０，８２７  ２,０９０ 

５ コマーシャル  
ペーパー  

３１，０００  ４５，０００  １４,０００ 

６ 未払金  ２０，２９４  ２５，０６３  ４,７６９ 
７ 未払法人税等  １３，４７２  １１，３９９  △２,０７２ 
８ 賞与引当金  ４，４５８  ４，１７４  △２８４ 

９ その他  ５１，５１４  ４９，７４６  △１,７６８ 

流動負債合計  ２８７，１１８ ３２．６ ２８６，１０４ ３２．０ △１,０１４ 
       
Ⅱ固定負債       
１ 社債  ５０，０００  ４０，０００  △１０,０００ 
２ 長期借入金 ※１ １１９，４６５  １２６，９１８  ７,４５３ 
３ 繰延税金負債  ２３  ５  △１７ 
４ 退職給付引当金  ５６, ０４０  ５８, ３７３  ２,３３２ 
５ 役員退職慰労引当金  １，３１１  １，１５７  △１５３ 
６ 預り保証金  ６７，０６１  ６５，５０８  △１,５５３ 
７ その他  １４１  ４１４  ２７３ 

固定負債合計  ２９４，０４３ ３３．３ ２９２，３７７ ３２．８ △１,６６５ 
負債合計  ５８１，１６１ ６５．９ ５７８，４８２ ６４．８ △２,６７９ 

       
（少数株主持分）       
Ⅰ少数株主持分  １０２，５７２  １０７，７９４  ５,２２１ 

少数株主持分合計  １０２，５７２ １１．６ １０７，７９４ １２．１ ５,２２１ 
（資本の部）       
Ⅰ資本金  １０，１２９ １．２ ― ― ― 
Ⅱ資本準備金  ４９，４８５ ５．６ ― ― ― 
Ⅲ再評価差額金 ※５ △１, ０１１ △０．１ ― ― ― 
Ⅳ連結剰余金  １３６，７６５ １５．５ ― ― ― 
Ⅴその他有価証券評価  
差額金  

３, ２９６ ０.４ ― ― ― 

Ⅵ為替換算調整勘定  △  ６５４ △０．１ ― ― ― 
  １９８，０１０ ２２．５ ― ― ― 

Ⅶ自己株式  △   ２９ △０．０ ― ― ― 
資本合計  １９７，９８１ ２２．５ ― ― ― 
       
負債、少数株主持分       
及び資本合計  ８８１，７１６ １００．０ ― ― ― 

       
（資本の部）       

Ⅰ資本金 ※６ ― ― １０，１２９ １．１ ― 
Ⅱ資本剰余金  ― ― ４９，４８５ ５．５ ― 
Ⅲ利益剰余金  ― ― １４６, ２２８ １６．３ ― 
Ⅳ土地再評価差額金 ※５ ― ― △１，０１０ △ ０．１ ― 
Ⅴその他有価証券評価  
 差額金  

― ― ２, ３７１ ０．３ ― 

Ⅵ為替換算調整勘定  ― ― △  ４０７ △ ０．０ ― 
Ⅶ自己株式 ※７ ― ― △  ２２１ △ ０．０ ― 

資本合計  ― ― ２０６，５７６ ２３．１ ― 
負債、少数株主持分       
及び資本合計  ― ― ８９２，８５３ １００．０ ― 
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連結損益計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成１３年２月２１日 
 至 平成１４年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１４年２月２１日 
 至 平成１５年２月２０日） 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

増減 

(△は減) 

(百万円) 

Ⅰ売上高   1,034,951 100.0  1,027,140 100.0 △7,811 
Ⅱ売上原価   769,613 74.4  761,084 74.1 △8,528 

売上総利益   265,338 25.6  266,055 25.9 716 

Ⅲ営業収入         
１ 不動産賃貸収入  35,323   36,042    

２ 手数料収入  110,944 146,267 14.2 116,730 152,773 14.9 6,505 

営業総利益   411,606 39.8  418,828 40.8 7,222 

Ⅳ販売費及び一般管理費         
１ 貸倒引当金繰入額  1,005   1,053    

２ 従業員給料手当  103,400   101,471    

３ 賞与引当金繰入額  4,458   4,174    

４ 退職給付引当金繰入額  7,419   9,184    

５ 役員退職慰労引当金繰入額  254   187    

６ 賃借料  76,695   78,678    
７ 減価償却費  31,457   30,703    

８ その他  141,720 366,412 35.4 143,714 369,168 36.0 2,756 

営業利益   45,193 4.4  49,659 4.8 4,466 
Ⅴ営業外収益         

１ 受取利息  839   662    

２ 受取配当金  186   191    

３ 持分法による投資利益    61     310    

４ その他  2,050 3,138 0.3 1,626 2,791 0.3 △346 

Ⅵ営業外費用         
１ 支払利息  3,760   3,545    

２ 解約損害金    1,206     1,183    

３ その他  1,384 6,351 0.6 477 5,206 0.5 △1,145 

経常利益   41,980 4.1  47,245 4.6 5,264 
Ⅶ特別利益         

１ 固定資産売却益  166   308    

２ 投資有価証券売却益  128   170    

３ 貸倒引当金戻入額  17   83    
４ 前期損益修正益  371   385    

５ 受取補償金  ―   456    

６ その他  46 730 0.1 51 1,455 0.1 725 

Ⅷ特別損失         
１ 固定資産処分損  3,661   4,990    

２ 店舗閉鎖損  104   661    

３ 投資有価証券評価損  4,085   2,525    

４ 貸倒引当金繰入額  1,359   63    

５ 退職給付引当金繰入額  49,296   ―    
６ 早期退職者退職金  ―   623    

７ その他  2,019 60,528 5.9 1,409 10,273 1.0 △50,254 

税金等調整前当期純利益   ― ―  38,426 3.7 38,426 

税金等調整前当期純損失   △17,818 △1.7  ― ― 17,818 
法人税、住民税及び事業税  19,492   21,014    

法人税等調整額  △24,857  △5,364 △0.5 △3,039  17,974 1.7 23,339 

少数株主帰属利益   4,582 0.4  7,907 0.8 3,324 

当期純利益   ― ―  12,544 1.2 12,544 
当期純損失   △17,035 △1.6  ― ― 17,035 
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連結剰余金計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成１３年２月２１日 
至 平成１４年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１４年２月２１日 
至 平成１５年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ連結剰余金期首残高   176,002  ― 
      
Ⅱ連結剰余金減少高      
１ 連結子会社の株式交換に

伴う剰余金減少高 
 

19,077 
 

― 
 

２ 配当金  3,028  ―  
３ 役員賞与   93 22,200 ― ― 

      
Ⅲ当期純損失   △ 17,035  ― 

Ⅳ連結剰余金期末残高   136,765  ― 

      
（資本剰余金の部）      
Ⅰ資本剰余金期首残高      
 資本準備金期首残高  ― ― 49,485 49,485 

Ⅱ資本剰余金期末残高   ―  49,485 
      
（利益剰余金の部）      
Ⅰ利益剰余金期首残高      
 連結剰余金期首残高  ― ― 136,765 136,765 
      
Ⅱ利益剰余金増加高      
 当期純利益  ― ― 12,544 12,544 

      
Ⅲ利益剰余金減少高      
 １ 配当金  ―  3,027  
 ２ 役員賞与  ―  51  
 ３ 土地再評価差額金取崩に   
   伴う剰余金減少高  

― 
 

1 3,081 

      
Ⅳ利益剰余金期末残高   ―  146,228 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

  前連結会計年度 

（自 平成 13 年 2 月 21 日 

至 平成14 年 2月20日） 

当連結会計年度 

（自 平成 14 年 2 月 21 日 

至 平成15 年 2 月20日） 

増減 

区 分 注記 

番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
1 税金等調整前当期純利益  ―  ３８，４２６  38,426 

2 税金等調整前当期純損失  △ １７, ８１８  ―   17,818 

3 減価償却費  ３１，４５７  ３０，７０３  △ 754 

4 連結調整勘定償却額  １，４９６  １，５１７  21 

5 貸倒引当金の増減額  ２, ３０６  １１４  △ 2,191 

6 退職給付引当金の増減額   ５１, ８３７   ２, ３３２  △ 49,504 
7 受取利息及び受取配当金  △ １，０２６  △ ８５４  171 

8 支払利息  ３，７６０  ３，５４５  △ 215 

9 持分法投資損益  △ ６１  △ ３１０  △ 248 

10 固定資産処分損  ３，６６１  ４，９９０  1,328 

11 売上債権の増減額  △ １, ４５４   １, ５６３  3,017 

12 たな卸資産の増減額   ３，８３９   １，５７５  △ 2,263 
13 仕入債務の増減額  △ ８，２３３  ８２６  9,059 

14 未払金の増減額  △ １，０２６  ５，１３１  6,157 

15 役員賞与の支払額  △ １７３  △ １０９  63 

16 その他  ２１, ３１７  △ ３，７１９  △ 25,036 

小  計  ８９，８８３  ８５，７３５  △ 4,148 
17 利息及び配当金の受取額   ９５８   ８７５  △ 82 

18 利息の支払額  △ ３，７４８  △ ３，４３６  312 

19 法人税等の支払額  △ １１，３４５  △ ２３，０８７  △ 11,741 

営業活動によるキャッシュ・フロー  ７５，７４８  ６０，０８７  △ 15,660 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

1 有形固定資産の取得による支出  △ ５４，０９８  △ ３２，９３８  21,160 
2 有形固定資産の売却による収入    ７５３    １，９６８  1,214 

3 差入保証金支出  △ ８，７４０  △ ９，８５７  △ 1,116 

4 差入保証金回収収入  ４，７５８  ６，７８８  2,029 

5 新規連結子会社の取得による支出  ―  △ ４４９  △ 449 

6 定期預金の預入による支出  △ ３，３４６  △ ３９５  2,951 

7 定期預金の払戻による収入  ３，３４６  ３，６５１  304 
8 その他  △ １１，５４６  △ １４，６２７  △ 3,081 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ ６８，８７３  △ ４５，８５９  23,013 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
1 短期借入金の純増減額  △ ４，２６４  △ １０，６１６  △ 6,352 

2 コマーシャルペーパー純増減額  ―  １４，０００  14,000 

3 長期借入れによる収入  ３７，０１７  １９，３００  △ 17,717 

4 長期借入金の返済による支出  △ ２３，５４９  △ ９，４３０  14,118 

5 社債の償還による支出  ―  △ １８，０００  △18,000 
6 預り保証金の純増減額  △ １，０７４  △ １，１９５  △ 121 

7 配当金の支払額  △ ３，０２８  △ ３，０２７  0 

8 少数株主への配当金の支払額  △ １，５２３  △ １，７５５  △232 

9 その他  △ ３１４  △ ３８３  △ 69 

財務活動によるキャッシュ・フロー   ３，２６３   △ １１，１１０  △ 14,373 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ２７３  ４１３  140 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  １０，４１０  ３，５３０  △ 6,880 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ５９，９８９  ７１，５３４  11,545 
Ⅶ 新規連結子会社の 
    現金及び現金同等物の期首残高 

 １，１３４  ―  △ 1,134 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ７１，５３４  ７５，０６５  3,530 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 
1.連結の範囲に関する事項 子会社のうち連結の範囲に含めたの 子会社のうち連結の範囲に含めたの 
 は、次の１８社である。 は、次の１９社である。 
 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 ハーツ 株式会社 ハーツ 
 株式会社 シーアンドエス 株式会社 シーアンドエス 
 サークルケイ・ジャパン株式会社 サークルケイ・ジャパン株式会社 
 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 
 株式会社 モリエ 株式会社 モリエ 
 株式会社 パレモ 株式会社 パレモ 
 ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

 株式会社 ラフォックス 株式会社 ラフォックス 
 株式会社 ユニーカードサービス 株式会社 ユニーカードサービス 
 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 サン総合メンテナンス 
 東名クラウン開発株式会社 東名クラウン開発株式会社 
 青木ヶ原高原開発株式会社 青木ヶ原高原開発株式会社 
 株式会社 九州さが美 株式会社 九州さが美 
 株式会社 東京和裁 株式会社 東京和裁 
 株式会社 匠美 株式会社 匠美 
  株式会社 エス・ジー・リテイリング 
   
 株式会社シーアンドエスは、サークル 株式会社エス・ジー・リテイリングは 
 ケイ・ジャパン株式会社が社名を変更し 、新たに株式を購入し子会社となったた 
 たものである。 め、当連結会計年度より連結範囲に含め 
  また、株式会社シーアンドエスは会社 た。 
 分割によりサークルケイ・ジャパン株式  
 会社を設立した。  
  サークルケイ・ジャパン株式会社は、  
 重要性が高く、従来、持分法適用子会社  
 であった東名クラウン開発株式会社は重  
 要性が増加したため、当連結会計年度よ  
 り連結の範囲に含めた。  
  また、株式会社てるてる及び株式会社  
 あかりは、会社清算により当連結会計年  
 度より連結の範囲から除外した。  
   
 連結の範囲から除外した子会社は、 連結の範囲から除外した子会社は、 
 株式会社ユニーサービスほか１６社で 株式会社ユニーサービスほか１８社で 
 あるが、これらの非連結子会社は、いず あるが、これらの非連結子会社は、いず 
 れも小規模であり、総資産、売上高、 れも小規模であり、総資産、売上高、 
 持分に見合う当期純損益及び持分に見合 持分に見合う当期純損益及び持分に見合 
 う剰余金の合計額は、いずれも連結財務 う利益剰余金の合計額は、いずれも連結財 
 諸表に重要な影響を及ぼしていない。 務諸表に重要な影響を及ぼしていない。 
   
2.持分法の適用に関する 非連結子会社１７社及び関連会社２３ 非連結子会社１９社及び関連会社２１ 
事項 社のうち非連結子会社である株式会社 社のうち非連結子会社である株式会社 

 ユニーサービス及び関連会社である株式 ユニーサービスと関連会社であるカネ美 
 会社センダントジャパンに対する投資に 食品株式会社及び株式会社センダントジ 
 ついて、持分法を適用している。 ャパンに対する投資について、持分法を 
  適用している。 
   なお、カネ美食品株式会社については 
  、新たに株式を追加取得したことから、 
  当連結会計年度より持分法適用の関連会 
  社に含めている。 
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 持分法を適用していない会社は非連結 持分法を適用していない会社は非連結 
 子会社株式会社東京インセンスほか１５ 子会社株式会社東京インセンスほか１７ 

 社及び関連会社２２社であり、これら 社及び関連会社１９社であり、これら 
 ３８社の持分に見合う当期純損益及び持 ３７社の持分に見合う当期純損益及び持 
 分に見合う剰余金の合計は少額であり、 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 
 連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼして 
 ない。 いない。 
   
3.連結子会社の事業年度に 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 
関する事項 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 

 株式会社シーアンドエス、サークルケイ 株式会社シーアンドエス、サークルケイ 
 ・ジャパン株式会社、株式会社サンクス ・ジャパン株式会社、株式会社サンクス 
 アンドアソシエイツ、株式会社ユニーカ アンドアソシエイツ、株式会社ユニーカ 
 ードサービス及び青木ヶ原高原開発株式 ードサービス及び青木ヶ原高原開発株式 
 会社の決算日は２月末日であり、連結財 会社の決算日は２月末日であり、連結財 
 務諸表の作成に当たっては、各連結子会 務諸表の作成に当たっては、各連結子会 
 社の決算日の決算財務諸表を使用して 社の決算日の決算財務諸表を使用して 
 いる。 いる。 
 ６社については、連結決算日との間に ６社については、連結決算日との間に 
 生じた連結会社間取引につき、連結上必 生じた連結会社間取引につき、連結上必 
 要な調整を行っている。 要な調整を行っている。 
   
4.会計処理基準に関する   
事項   

（１）重要な資産の評価 有価証券 有価証券 
基準及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 
 ････決算日の市場価格等に基づく ････同  左 
 時価法（評価差額は全部資本  
 直入法により処理し、売却原  
 価は移動平均法により算定し  
 ている。）  
   
 時価のないもの 時価のないもの 
 ････移動平均法による原価法 ････同  左 
   
 たな卸資産･･････販売用不動産及び一部 たな卸資産･･････同  左 
 宝石については個別法による原価法  
 、その他商品については売価還元法  
 による原価法、貯蔵品については最  
 終仕入原価法による原価法を採用し  
 ている。  
   
   
（２）重要な減価償却資産 有形固定資産の減価償却の方法･･････国 有形固定資産の減価償却の方法･･････ 

の減価償却の方法 内連結会社は、定率法を採用してい 同  左 
 る。  
 但し、平成１０年４月１日以降取得  
 の建物（建物附属設備は除く。）に  
 ついては定額法を採用している。  
 また、取得価額が１０万円以上２  
 ０万円未満の資産については、３年  
 均等償却を実施している。  
 在外連結子会社は、定額法を採用  
 している。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 無形固定資産の減価償却の方法･･････定 無形固定資産の減価償却の方法･･････ 
 額法を採用している。 同  左 
 なお、自社利用のソフトウェアに  
 ついては、社内における見込利用可  
 能期間（５年）に基づく定額法を採  
 用している。  
   
   
（３）重要な引当金の計上 貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損 貸倒引当金･･････同  左 

基準 失に備えるため一般債権については  
 貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  
 特定の債権については個別に回収可  
 能性を検討し、回収不能見込額を計  
 上している。  
   
   
 賞与引当金･･････従業員の賞与の支払に 賞与引当金･･････同  左 
 備えるため、主に支給見込額のうち  
 当期期間対応額を計上している。  
   
   
 退職給付引当金･･････従業員の退職給付 退職給付引当金･･････従業員の退職給付 
 に備えるため、当連結会計年度末に に備えるため、当連結会計年度末に 
 おける退職給付債務及び年金資産の おける退職給付債務及び年金資産の 
 見込額に基づき計上している。 見込額に基づき計上している。 
 なお、会計基準変更時差異（４９，  過去勤務債務は、その発生時の従 
 ２９６百万円）については全額費用 業員の平均残存勤務期間以内の一定 
 計上している。 の年数（10 年）による定額法により 

  過去勤務債務は、その発生時の従 費用処理している。 
 業員の平均残存勤務期間以内の一定  数理計算上の差異は、その発生時 
 の年数（10 年）による定額法により の従業員の平均残存勤務期間以内の 
 費用処理することとしている。 一定の年数（8 年～10 年）による定 
  数理計算上の差異は、その発生時 額法により翌連結会計年度から費用 
 の従業員の平均残存勤務期間以内の 処理している。 
 一定の年数（8 年～10 年）による定  
 額法により翌連結会計年度から費用  
 処理することとしている。  
   
   
 役員退職慰労引当金･･････親会社及び連 役員退職慰労引当金･･････親会社及び連 
 結子会社１６社については、内規に 結子会社１６社については、内規に 
 基づく期末要支払額を計上している 基づく期末要支払額を計上している 
 。 。 
   
   
（４）重要なリース取引の リース物件の所有権が借主に移転する 同    左 

処理方法 と認められるもの以外のファイナンス・  
 リース取引については、通常の賃貸借取  
 引に係る方法に準じた会計処理によって  
 いる。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

（５）重要なヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
方法   原則として繰延ヘッジ処理によって   同  左 

  いる。なお、振当処理の要件を満たし  
  ている為替予約及び通貨オプションに  
  ついては振当処理に、特例処理の要件  
  を満たしている金利スワップ及び金利  
  キャップについては、特例処理によっ  
  ている。  
   
 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 
   当連結会計年度にヘッジ会計を適用   同  左 
  したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の  
  とおりである。  

  ａ.ヘッジ手段･･･為替予約・通貨オプ  ａ.ヘッジ手段･･･同  左 
          ション           
    ヘッジ対象･･･商品輸入による外貨    ヘッジ対象･･･同  左 
          建買入債務取引           
  ｂ.ヘッジ手段･･･金利スワップ・金利  ｂ.ヘッジ手段･･･同  左 
          キャップ           
    ヘッジ対象･･･借入金    ヘッジ対象･･･同  左 
   

 ヘッジ方針 ヘッジ方針 
   将来の為替相場の変動による損失を   同  左 
  回避する目的で、為替予約取引及び通  
  貨オプション取引を利用している。  
   また、将来の金利変動による損失を  

  回避する目的で、金利スワップ取引及  
  び金利キャップ取引を利用している。  
   
 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段   同  左 
  の相場変動を半期ごとに比較し、両者  
  の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効  

  性を評価している。ただし、特例処理  
  によっている金利スワップ及び金利キ  
  ャップについては、有効性の評価を省  
  略している。  
   

（６）消費税等の処理方法 税抜方式を採用している。 同    左 
   
（７）在外連結子会社の採 在外連結子会社の採用する会計処理基 同    左 

用する会計処理基準 準は、現地において一般に公正妥当と認  
 められる会計基準に従っているが、親会  
 社が採用している基準と重要な差異はな  
 い。  
   
5.連結子会社の資産及び負 連結子会社の資産及び負債の評価につ 同    左 
 債の評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用している。  
   
6.連結調整勘定の償却に関 連結調整勘定の償却については、原則 同    左 
する事項 として５年間の均等償却を行っている。  

 なお、株式会社サンクスアンドアソシ  
 エイツに係る連結調整勘定は２０年間で  
 均等償却している。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

7.利益処分項目等の取扱い 連結剰余金計算書は、連結会社の利益 同    左 
に関する事項 処分について連結年度中に確定した利益  

 処分に基づいて作成している。  
   
8.連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書におけ 同    左 
計算書における資金の る資金（現金及び現金同等物）は、手許  
範囲 現金、随時引き出し可能な預金及び容易  

 に換金可能であり、かつ、価値の変動に  
 ついて僅少なリスクしか負わない取得日  
 から３ヶ月以内に満期の到来する短期投  
 資からなる。  
   
9.追加情報   
（１）退職給付会計 当連結会計年度から退職給付に係る会 当社及び 2 社を除く国内連結子会社は 
 計基準（「退職給付に係る会計基準の設定 、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚 
 に関する意見書」（企業会計審議会 平成 生年金基金の代行部分について、平成１ 
 10 年 6 月 16 日））を適用している。この ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来 
 結果、従来の方法によった場合と比較し 分支給義務免除の認可を受けた。 
 て、営業利益及び経常利益は２,５７５  なお、当社及び 2 社を除く国内連結子 
 百万円少なく、税金等調整前当期純損失 会社は、「退職給付会計に関する実務指針 
 は５１,８６９百万円多く計上されてい （中間報告）」（日本公認会計士協会会計 
 る。  制度委員会報告第１３号）第４７－２項 
  また、従来の退職給与引当金について に定める経過措置を適用していない。 
 は、退職給付引当金に含めて表示してい 同実務指針第４７－２項に定める経過 
 る。 措置を適用するとした場合に見込まれる 
   なお、セグメント情報に与える影響は 影響額については、（退職給付関係）に記 
 、（セグメント情報）に記載している。 載している。 
   
（２）金融商品会計 当連結会計年度から金融商品に係る会    

 計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定    
 に関する意見書」（企業会計審議会 平成  
 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券及  
 びゴルフ会員権の評価方法、貸倒引当金  
 の計上基準について変更している。この  
 結果、従来の方法によった場合と比較し  
 て、経常利益は２３２百万円、税金等調  
 整前当期純損失は１５９百万円それぞれ  
 多く計上されている。  
  また、期首時点で保有する有価証券の  
 保有目的を検討し、その他有価証券に含  
 まれている債券のうち１年内に満期の到  
 来するものは流動資産の有価証券として  
 、それら以外は投資有価証券として表示  
 している。その結果、流動資産の有価証  
 券は３,４０２百万円減少し、投資有価証  
 券は同額増加している。  
   
（３）外貨建取引等会計基準 当連結会計年度から改訂後の外貨建取    

 引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処    
 理基準の改訂に関する意見書」（企業会計  
 審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用し  
 ている。これによる損益への影響はない。  
  なお、前連結会計年度において「資産  
 の部」に計上していた為替換算調整勘定  

 は、連結財務諸表規則の改正により、「資  
 本の部」に含めて計上している。  
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項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

（４）自己株式及び法定準備     当連結会計年度から「自己株式及び法 

   金の取崩等に関する    定準備金の取崩等に関する会計基準」（ 
   会計基準  企業会計基準第１号）を適用している。 
  これによる当連結会計年度の損益に与え 
  る影響はない。 
   なお、連結財務諸表規則の改正により、 
  当連結会計年度における連結貸借対照表 
  の資本の部及び連結剰余金計算書につい 
  ては、改正後の連結財務諸表規則により 
  作成している。 
   
（５）１株当たり情報     当連結会計年度から「１株当たり当期 

    純利益に関する会計基準」（企業会計基準 
  第２号）及び「１株当たり当期純利益に 
  関する会計基準の適用指針」（企業会計基 
  準適用指針第４号）を早期適用している。 
  なお、これによる影響額については、 
  （１株当たり情報）に記載している。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１５年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して 

 いる。  いる。 

    

 （担保提供資産）  （担保提供資産） 

 預金 2 百万円  売掛金 1,080 百万円 

 売掛金 6,098 百万円  建物、構築物（期末簿価） 10,277 百万円 

 建物、構築物（期末簿価） 11,224 百万円  土地  5,261 百万円 

 土地  5,261 百万円  有価証券 677 百万円 

 投資有価証券 724 百万円   計 17,297 百万円 

  計 23,310 百万円   

      

 （対応債務）   （対応債務）  

 短期借入金 1,532 百万円  短期借入金 500 百万円 

      

 長期借入金（  ）17,370 百万円  長期借入金（  ）   16,285 百万円 

   

1年内返済予定

分を含む 
    

1 年内返済予定 

分を含む 
 

  計 18,902 百万円   計 16,785 百万円 

    

※2 有形固定資産の減価償却累計額は２２１，８０７ ※2 有形固定資産の減価償却累計額は２３４，１９８ 

 百万円である。  百万円である。 

    

※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 ※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 

 のとおりである。  のとおりである。 

 投資有価証券     ３，０７５百万円  投資有価証券     ８，６６８百万円 

 （株式）  （株式） 

 投資その他の資産その他     ５百万円  投資その他の資産その他     ５百万円 

 （出資金）  （出資金） 

    

4 保証債務 4 保証債務 

 金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行  金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行 

 っている。  っている。 

    

 コンビニエンスストア加盟店 ４，２３０百万円  コンビニエンスストア加盟店 ４，４１５百万円 

 ㈱足利モール ３９０百万円  サークルケイ四国㈱ ５０４百万円 

 サークルケイ四国㈱ ３３５百万円  サンクス青森㈱ ２８１百万円 

   ㈱足利モール ２８０百万円 

 UIF(NETHERLANDS)B.V.  サンクス西埼玉㈱ ２４９百万円 

  

(1,620 千 US$) 
２１５百万円 

  

 ときめきドットコム㈱ １５０百万円  UIF(NETHERLANDS)B.V. 

 ㈱ウィズクリエーション １２９百万円   

(1,550 千 US$) 
１８４百万円 

 ㈱センダントジャパン ９０百万円  ㈱ウィズクリエーション １４０百万円 

 従業員 ４３百万円  ㈱センダントジャパン １２０百万円 

 サンクス青森㈱  ４２百万円  従業員 ２８百万円 

 ㈱スタイルデザイナー １０百万円  計 ６，２０４百万円 

  計 ５，６３７百万円    
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前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１５年２月２０日現在） 

※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す ※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す 

 る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）  る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号） 

 及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す  及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す 

 る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）  る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号） 

 に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差  に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差 

 額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した  額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した 

 金額を「再評価差額金」として資本の部に計上し  金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上 

 ている。  している。 

 再評価の方法  再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成10 年    土地の再評価に関する法律施行令（平成10 年  

  3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に   3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に 

  定める路線価および路線価のない土地は第2   定める路線価および路線価のない土地は第2 

  条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい   条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい 

 て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って  て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って 

  いる。   いる。 

 再評価を行った年月日   平成14年2 月20日  再評価を行った年月日   平成 14 年 2 月 20 日 

 当該事業用土地の再評価前の  当該事業用土地の当期末における時価と 

 帳簿価額             6,404百万円  再評価後の帳簿価額との差額   △ 215 百万円 

 当該事業用土地の再評価後の   

 帳簿価額             3,177百万円   

    

※６    ※６  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２９ 

     ５千株である。 

    

※７    ※７  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有 

     する自己株式の数は、普通株式１９３千株である。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１３年２月２１日   自 平成１４年２月２１日  
 

（ 
至 平成１４年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１５年２月２０日 

） 
 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲 

掲記されている科目の金額との関係 記されている科目の金額との関係 

（平成１４年２月２０日現在） （平成１５年２月２０日現在） 

  

現金及び預金勘定 60,116 百万円  現金及び預金勘定 68,890 百万円  

預入期間が３ヶ月を  預入期間が３ヶ月を  
超える定期預金 △ 3,703 百万円  超える定期預金 △  447 百万円  

中期国債ファンド 120 百万円  中期国債ファンド 120 百万円  

ＭＭＦ等 15,001 百万円  ＭＭＦ等 6,502 百万円  

 現金及び現金同等物 71,534 百万円   現金及び現金同等物 75,065 百万円  

       

  

2.   2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産 

   及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時 

 の資産及び負債の主な内訳並びに株式の取得価額と取得 

  のための支出（純額）との関係 

  

  （株）エス・ジー・リテイリング（平成１４年３月１日現在） 

  流動資産 248 百万円  

  固定資産 230 百万円  

  連結調整勘定 106 百万円  

  流動負債  △    100 百万円  

  固定負債  △    475 百万円  
   
  

 エス・ジー・リテイリング社株式 
の取得価額 

10 百万円 
 

   
  

 エス・ジー・リテイリング社株式 
の取得に伴う借入金返済額 

475 百万円 
 

   
  

 エス・ジー・リテイリング社現金 
及び現金同等物 

 △     35 百万円 
 

   

  
 差引：エス・ジー・リテイリング 
 社取得のための支出 

 449 百万円 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１３年２月２１日   自 平成１４年２月２１日  

 
（ 

至 平成１４年２月２０日 
） 

  
（ 

至 平成１５年２月２０日 
） 

 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 

もの以外のファイナンス・リース取引 の以外のファイナンス・リース取引 

  

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額 （単位：百万円）  相当額及び期末残高相当額  （単位：百万円）  

  取得価額 減価償却 期末残高    取得価額 減価償却 期末残高  

  相当額 累計額相当額 相当額    相当額 累計額相当額 相当額  

 器具及び備品 52,762 21,790 30,972   器具及び備品 56,108 26,847 29,261  

 その他 3,948 758 3,190   その他 4,199 1,123 3,076  

 合計 56,711 22,549 34,162   合計 60,308 27,971 32,337  

  

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 ９，４１７百万円   １ 年 内 １０，０７３百万円  

 １ 年 超 ２５，４２１百万円   １ 年 超 ２３，０５１百万円  

 合   計 ３４，８３９百万円   合   計 ３３，１２５百万円  

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

相当額 相当額 

 支払リース料 １０，２５２百万円   支払リース料 １１，０７８百万円  

 減価償却費相当額 ９，４５８百万円   減価償却費相当額 １０，２７３百万円  

 支払利息相当額 ９０９百万円   支払利息相当額 １，０２９百万円  

  

④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 

っている。 っている。 

  

⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース ⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース 

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 

各期への配分方法については、利息法によってい 各期への配分方法については、利息法によってい 

る。 る。 

  

2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

 １ 年 内 １９，２７５百万円   １ 年 内 １８，５３３百万円  

 １ 年 超 １９２，２８１百万円   １ 年 超 １７６，４９１百万円  

 合   計 ２１１，５５６百万円   合   計 １９５，０２４百万円  
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（有価証券関係） 

前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１４年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,６１７ １２,９２７ ７,３０９ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ４００ ４４７ ４７ 

 ②社債 １５９ １６０ ０ 

 ③その他 １００ １００ ０ 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ６,２７７ １３,６３５ ７,３５８ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ４,４０５ ３,６７５ △ ７３０ 

取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ３,４９９ ３,２６５ △ ２３４ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ４８ ― 

 小計 ７,９５３ ６,９８８ △ ９６４ 

合  計 １４,２３０ ２０,６２４ ６,３９３ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１３年２月２１日 至平成１４年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

２,８９６  １７４  ８１ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１４年２月２０日） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） １,７７３百万円 

中期国債ファンド   １２０百万円 

ＭＭＦ等 １５,００１百万円 

外国ＣＤ ７２４百万円 

   

  ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１４年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0 年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

(１)債券     

①国債・地方債等 ４４７ ― ― ― 

②社債 ９５５ １,３８２ ９９１ ９５ 

③その他 １００ ― ― ― 

(２)その他 ― ― ― ― 

合    計 １,５０３ １,３８２ ９９１ ９５ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について３,７３７百万円、子会社及び関連会社株式について 

３４８百万円の減損処理を行っている。 
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当連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ２,６７６ ７,１３７ ４,４６１ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,６３８ ２,６５４ １６ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ５,３１５ ９,７９２ ４,４７７ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ３,８５７ ３,４６０ △ ３９７ 

取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 １,４００ １,３７４ △   ２５ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ４２ △     ６ 

 小計 ５,３０６ ４,８７７ △ ４２９ 

合  計 １０,６２１ １４,６６９ ４,０４８ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

４,４１９  １８９  ３３ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１５年２月２０日） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） １,４９６百万円 

中期国債ファンド   １２０百万円 

ＭＭＦ等 ６,５０２百万円 

外国ＣＤ ６７７百万円 

   

  ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１５年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0 年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
(１)債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ― 

②社債 １００ １,８３６ ２,０００ ９２ 
③その他 ― ― ― ― 

(２)その他 ６７７ ― ― ― 

合    計 ７７７ １,８３６ ２,０００ ９２ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について２,１８４百万円、子会社及び関連会社株式について 

３４１百万円の減損処理を行っている。 
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（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

自 平成１３年２月２１日  自 平成１４年２月２１日 
前連結会計年度 ( 

至 平成１４年２月２０日 
) 

 
当連結会計年度 ( 

至 平成１５年２月２０日 
) 

当社は、外貨建営業取引に係る将来の為替相場の変動によ  
る損失を回避する目的で、為替予約取引及び通貨オプション 同   左 
取引を利用している。  
また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息に関  

し、将来の金利変動による損失を回避する目的で、金利スワ  
ップ取引及び金利キャップ取引を利用している。  
なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動によ  

るリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有している  
。  
また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手とし  

て、デリバティブ取引を行っており、信用リスクはないと判  
断している。  
当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する権限  

規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があり、これ  
らの規程に基づいてデリバティブ取引が行われている。  
また、日常におけるデリバティブ業務については、市場価  

格の変動に晒されている対象物に対してのみデリバティブ  
取引が行われているかを、当社及び連結子会社の関連部署で  
チェックしている。  

 

２．取引の時価に関する事項 

  前連結会計年度  

       当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

 

 

  当連結会計年度 

       当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

いので、該当事項はない。 
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（退職給付関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 
  当社及び 2 社を除く国内連結子会社は、確定給付型の制度として、ユニーグループ厚生年金基金制度及び退職一
時金制度を設けている。国内連結子会社１社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び適格退職年金制
度を設けている。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う制度がある。また、在外連結子会社について
は、確定拠出型の制度を設けている。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 14 年 2 月 20 日現在）（百万円） （平成 15 年 2 月 20 日現在）（百万円） 

イ．退職給付債務 △１６３,３３９  △１９３,９４２  
ロ．年金資産 ９０,６５７  ８２,９４８  
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  ７２,６８１  △１１０,９９４  
ニ．未認識数理計算上の差異 ２６,０３４  ６７,９６３  
ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △    ９,３９３ (注)２ △  １５,３４３ (注)２ 

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △  ５６,０４０  △  ５８,３７３  
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成 14 年 2 月 20 日） （平成 15 年 2 月 20 日） 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し （注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し 

     ている。      ている。 
   ２．平成１２年３月の厚生年金保険法の改正    ２．提出会社及び 2 社を除く連結子会社の厚 

     に伴い、当連結会計年度において提出会      生年金基金の代行部分について、平成１ 

     社及び１社を除く連結子会社の厚生年金      ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来 

     基金の代行部分に係る支給開始年齢の引      分支給義務免除の認可を受けたことによ 

     き上げについての規約改正を行ったこと      り、過去勤務債務（負債の減額）が発生 
     及び提出会社及び１社を除く連結子会社      している。 

     において、退職年金制度における給付水       また、厚生年金基金の代行部分返上に 

     準減額の制度変更が行われたことにより      関し、「退職給付会計に関する実務指針間 

     、過去勤務債務（負債の減額）が発生し      （中間報告）」（日本公認会計士協会会計 
     ている。      制度委員会報告１３号）第４７－２項に 

      定める経過措置を適用していない。 

       なお、同実務指針第４７－２項に定め 

      る経過措置を適用するとした場合の損益 
      に与える影響額は、特別利益３０，６０ 

      ０百万円と見込まれる。 

  

  

３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 (自平成13年2月21日 至平成14年2月20日) (自平成14年2月21日 至平成15年2月20日) 
 （百万円） （百万円） 

イ．勤務費用 ６,０４２ （注） ６,２１４ （注） 
ロ．利息費用 ５,２５７  ４,８９３  
ハ．期待運用収益 △   ３,８７９  △   ３,６２９  
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ４９,２９６  －  
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 －  ２，６４５  
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 －  △   ９３９  
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ５６,７１６  ９,１８４  

 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 14 年 2 月 20 日） （平成 15 年 2 月 20 日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し 
   ている。    ている。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 (自平成13年2月21日 至平成14年2月20日) (自平成14年2月21日 至平成15年2月20日) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
   
ロ．割引率 ３．０％ ２．０％ 
 なお、期首割引率は３．５％である。 なお、期首割引率は３．０％である。 
   
ハ．期待運用収益率 ４．０％ ４．０％ 
   
ニ．過去勤務債務の処理年数 １０年（発生時の従業員の平均残存 １０年（発生時の従業員の平均残存 
 勤務期間以内の一定の年数による 勤務期間以内の一定の年数による 
 定額法による。） 定額法による。） 
   
ホ．数理計算上の差異の処理年数 ８年～１０年（発生時の従業員の平 ８年～１０年（発生時の従業員の平 
 均残存勤務期間以内の一定の年数 均残存勤務期間以内の一定の年数 
 による定額法により翌連結会計年 による定額法により翌連結会計年 
 度から費用処理することとしてい 度から費用処理することとしてい 
 る。） る。） 
   
へ．会計基準変更時差異の処理年数 １年で全額費用処理。    
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
（1）流動の部 （1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 未払事業税 1,176 百万円  未払金否認 1,231 百万円  
 賞与引当金限度超過 858 百万円  賞与引当金限度超過 1,095 百万円  
 従業員厚生費拠出金 723 百万円  未払事業税 1,080 百万円  
 固定資産除却損 537 百万円  従業員厚生費拠出金 686 百万円  
 その他 1,759 百万円  その他 1,031 百万円  
 繰延税金資産小計 5,055 百万円  繰延税金資産小計 5,125 百万円  
 評価性引当額 △ 29 百万円  評価性引当額 △ 22 百万円  
 繰延税金資産合計 5,026 百万円  繰延税金資産合計 5,102 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △ 233 百万円   繰延税金負債との相殺 △  16 百万円  

 繰延税金資産の純額 4,793 百万円   繰延税金資産の純額 5,085 百万円  
  
繰延税金負債 繰延税金負債 
 連結子会社受取配当金 △ 227 百万円   その他有価証券評価差額金 △  16 百万円  
 その他 △ 72 百万円   その他 △   0 百万円  

 繰延税金負債合計 299 百万円   繰延税金負債合計 16 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △ 233 百万円   繰延税金資産との相殺 △  16 百万円  
 繰延税金負債の純額   66 百万円   繰延税金負債の純額    －百万円  
  
（2）固定の部 （2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 退職給付引当金限度超過 23,148 百万円   退職給付引当金限度超過 24,090 百万円  
 投資有価証券評価損 2,107 百万円   投資有価証券評価損 3,066 百万円  
 長期前受収益否認 2,081 百万円   長期前受収益否認 2,513 百万円  
 未実現利益 1,239 百万円   未実現利益 1,247 百万円  
 長期貸倒引当金限度超過 1,133 百万円   長期貸倒引当金限度超過 951 百万円  
 その他  1,916百万円   その他  2,627 百万円  
 繰延税金資産小計 31,628 百万円   繰延税金資産小計 34,495 百万円  
 評価性引当額 △1,119百万円   評価性引当額 △1,488 百万円  

 繰延税金資産合計 30,509 百万円   繰延税金資産合計 33,007 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △5,656百万円   繰延税金負債との相殺 △4,619 百万円  
 繰延税金資産の純額 24,852 百万円   繰延税金資産の純額 28,387 百万円  
        
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △2,758百万円   固定資産圧縮積立金 △2,703 百万円  
 固定資産圧縮積立金 △2,681百万円   その他有価証券評価差額金 △1,682 百万円  
 その他 △ 239百万円   その他 △ 239 百万円  
 繰延税金負債合計 5,680 百万円   繰延税金負債合計 4,625 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △5,656百万円   繰延税金資産との相殺 △4,619 百万円  

 繰延税金負債の純額 23 百万円   繰延税金負債の純額 5 百万円  
        
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
率との差異原因 率との差異原因 

  
  税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載  法定実効税率 ４１．６％  
 していない。  （調整）   
  住民税均等割等 ２．１％  
  連結調整勘定償却 １．６％  
  交際費等損金不算入額 ０．８％  
  その他 ０．７％  
  税効果会計適用後の   
      法人税等の負担率 ４６．８％  
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

前連結会計年度（自平成１３年２月２１日 至平成１４年２月２０日）           

 

 
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        

（１）外部顧客に対する        
営業収益 922,561 153,889 93,762 11,005 1,181,219 － 1,181,219 

（２）セグメント間の        
内部営業収益  4,142 － 1 16,283 20,427 (20,427) － 

又は振替高        
計 926,703 153,889 93,764 27,288 1,201,646 (20,427) 1,181,219 
営業費用 908,524 130,091 91,638 26,258 1,156,513 (20,488) 1,136,025 
営業利益 18,179 23,797 2,125 1,030 45,132 60 45,193 

Ⅱ資産、減価償却費及び        
資本的支出        

資産 575,776 200,713 68,619 65,042 910,151 (28,434) 881,716 
減価償却費 20,484 8,795 1,318 859 31,457 －  31,457 
資本的支出 35,335 13,245 1,092 714 50,387 － 50,387 

 

当連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日）           

 
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        

（１）外部顧客に対する        
営業収益 912,904 158,313 95,025 13,669 1,179,913 － 1,179,913 

（２）セグメント間の        
内部営業収益  4,016 － 1 15,181 19,200 (19,200) － 

又は振替高        

計 916,920 158,313 95,027 28,851 1,199,113 (19,200) 1,179,913 
営業費用 894,885 134,893 92,320 27,363 1,149,463 (19,209) 1,130,253 
営業利益 22,035 23,420 2,707 1,487 49,650 9 49,659 
Ⅱ資産、減価償却費及び        
資本的支出        

資産 573,576 205,394 66,536 75,155 920,662 (27,809) 892,853 

減価償却費 19,408 9,095 1,306 893 30,703 －  30,703 
資本的支出 22,944 11,018 1,343 783 36,089 － 36,089 
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（注）１．事業区分の方法 

事業の区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・総合小売業 ･･･････････････ 衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

・コンビニエンスストア ･････ フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

・専門店 ･･･････････････････ 呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

・その他 ･･･････････････････ クレジットの取扱業務、警備・清掃・保守業務、不動産事業等 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

４．追加情報 

（前連結会計年度） 

            退職給付に係る会計基準の適用 

              「連結財務諸表作成のための重要な事項」９．（１）に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付 
            に係る会計基準を適用している。 

これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、総合小売業が 

２,１０６百万円、専門店が３７０百万円、その他が９８百万円増加し、それぞれ営業利益が減少 

            している。 

（当連結会計年度） 

      該当事項なし。 
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【所在地別セグメント情報】 
 

前連結会計年度（自平成１３年２月２１日 至平成１４年２月２０日） 
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 
 
当連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 
 
【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成１３年２月２１日 至平成１４年２月２０日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
 
当連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
 
【関連当事者との取引】 
 

該当事項なし。 
 
 
（１株当たり情報） 

項    目 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり純資産額 １，０４６円０２銭  １，０９１円４０銭  
     
１株当たり当期純利益            ―  ６５円２９銭  
     
１株当たり当期純損失 △９０円００銭             ―  
   
   当連結会計年度から「１株当たり当期純 
  利益に関する会計基準」（企業会計基準第２ 
  号）及び「１株当たり当期純利益に関する 
  会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指 
  針第４号）を早期適用している。 
   なお、同会計基準及び適用指針を前連結 
  会計年度に適用した場合の１株当たり情報 
  については、以下のとおりである。 
   
  １株当たり純資産額   1,045 円 75 銭 
  １株当たり当期純損失  △ 90 円 27 銭 
   
   
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、新株予約権付社債等潜在株式がない為記載して 
    いない。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり当期純利益金額     
当期純利益（百万円） ―  １２，５４４  
普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  １９１  

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ―  １９１  
普通株式に係る当期純利益（百万円） ―  １２，３５２  
普通株式の期中平均株式数（千株） ―  １８９，１８６  
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商 品 別 売 上 状 況 

当連結会計年度(14.2.21～15.2.20)                                                    (単位：百万円未満切捨) 

セグメント別(その他、相殺消去除く) 
総合小売業 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 専門店 

  

売上高 

 

構成比 

 

前年比 
売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 

       ％     ％      ％      ％      ％ 
婦 人 衣 料    80,731   6.8 100.5    49,087  98.4     －   －    31,646 103.9 

 

子 供 衣 料    29,525   2.5  96.7    29,525  96.7     －   －        －   － 

紳 士 衣 料    35,084   3.0  96.4    32,806  96.8     －   －     2,278  91.2 商 

洋 品 雑 貨    48,941   4.2  93.2    31,489  92.4     －   －     17,452  94.7 

呉服・肌着類    73,831   6.4  98.4    40,745  98.8     －   －    33,071  98.0 品 

衣 料 品 小 計   268,114  22.7  97.6   183,653  96.8     －   －    84,449  99.2 

住 居 関 連 品    52,885   4.5  93.5    49,789  93.6     －   －     3,095  92.8 売 

日 用 雑 貨   137,010  11.6  97.4   120,098  96.5    12,170 105.0      －   － 

住 関 品 小 計   189,895  16.1  96.3   169,888  95.6    12,170 105.0     3,095  92.8 上 

生 鮮 食 品   301,434  25.6  99.8   301,416  99.8      －   －      －   － 

加 工 食 品   243,368  20.6 101.8   213,527 102.4    29,683  97.7      －  － 高 

食 料 品 小 計   544,802  46.2 100.7   514,944 100.9    29,683  97.7      －  － 

 そ の 他    24,327   2.1 111.5    12,989  95.9     5,215 124.6     6,504 150.1 

      計 1,027,140  87.0  99.2   881,476  98.9    47,069 101.9    94,049 101.3 

 手数料収入等   152,773  13.0 104.4    36,183 100.2   116,351 107.0       978 104.9 

    合  計 1,179,913 100.0  99.9   917,660  98.9   163,421 105.5    95,027 101.3 

前連結会計年度(13.2.21～14.2.20)                                                    (単位：百万円未満切捨) 

    セグメント別(その他、相殺消去除く) 
 売上高 構成比 前年比 総合小売業 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 専門店 
    売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 

        ％     ％      ％      ％      ％ 
 婦 人 衣 料    80,323   6.8  97.6    49,869  93.6     －   －    30,456  99.0 

 子 供 衣 料    30,546   2.6  97.1    30,522  97.9     －   －        23   1.7 

商 紳 士 衣 料    36,390   3.1  94.8    33,892  90.5     －   －     2,498  68.9 

 洋 品 雑 貨    52,530   4.4  96.7    34,097  93.7     －   －     18,424 102.9 

品 呉服・肌着類    75,036   6.4  96.1    41,259  99.5     －   －    33,760  92.2 

 衣 料 品 小 計   274,826  23.3  96.6   189,641  94.9     －   －    85,162  94.3 

売 住 居 関 連 品    56,536   4.8  99.8    53,200  99.6     －   －     3,335 103.2 

 日 用 雑 貨   140,691  11.9 100.4   124,429  96.9    11,588 103.5      －   － 

上 住 関 品 小 計   197,227  16.7 100.2   177,630  97.7    11,588 103.5     3,335 103.2 

 生 鮮 食 品   301,995  25.6 100.8   301,968 100.8      －   －      －   － 

高 加 工 食 品   239,090  20.2 103.4   208,592 103.1    30,393 106.4      －  － 

 食 料 品 小 計   541,086  45.8 101.9   510,560 101.7    30,393 106.4      －  － 

 そ の 他    21,810   1.8  88.3    13,542  75.5     4,187 109.7     4,332 112.1 

      計 1,034,951  87.6  99.8   891,373  98.9    46,169 106.0    92,831  95.3 

 手数料収入等   146,267  12.4 107.8    36,112 110.5   108,733 109.3       932  86.1 

    合  計 1,181,219 100.0 100.7   927,486  99.3   154,903 108.3    93,764  95.2 

 



 1

平成１５年４月１５日 
 
 

ユニー㈱ 平成１５年２月期 決算参考資料 
 
 

１．当期の実績 

 平成１５年２月期 前 期 比 前 年 比 
営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

７５６，４３０百万円 
２０３，９４２百万円 
 １６，８１７百万円 
 １７，１０９百万円 
  ７，１１４百万円 

▲１４，１６８百万円 
   ▲７５１百万円 
 ＋３，３７９百万円 
 ＋４，７６５百万円 
＋２４，９２１百万円 

９８．２％ 
９９．６％ 

１２５．２％ 
１３８．６％ 

 ―― 
※営業収益は、平成１４年２月期より、２期連続の減収です 
※営業利益・経常利益は、平成１４年２月期より、２期連続の増益です 
※営業収益の過去最高は、789,125 百万円(平成 11 年 2 月期)です 
※過去最高利益は、営業利益 18,649 百万円(平成元年 2 月期)、 
         経常利益 19,077 百万円(平成 3 年 2 月期)、 
         当期利益 16,338 百万円(平成 8 年 2 月期)です 
 
①新増設店舗及び閉店店舗 

 店     名 所 在 地 開閉店日 店舗面積 平成１４年２月期 
新設店舗 アピタ浜北店 

アピタ岡崎北店 
アピタ東海荒尾店 
ラ フーズコア神野店 

静岡県浜北市 
愛知県岡崎市 
愛知県東海市 
名古屋市熱田区 

1 4 . 3 . 2 0 
1 4 . 7 . 5 
14.10.24 
1 5 . 2 . 2 0 

12,297 ㎡ 
10,744 ㎡ 
8,862 ㎡

950 ㎡ 

ありません 

増床店舗 ｼﾞｮｲﾏｰﾄ ﾕﾆｰ阿倉川店 三重県四日市市 1 4 . 9 . 1 9 3,532 ㎡ アピタ松任店 
閉店店舗 ユニー大田川店 

ユニー橋本店 
ユニー芥見店 
ユニー戸塚西口店 
ユニー尾張旭店 
ユニー藤枝白子店 
アピタ一宮店 
※ユニー千代田橋店 

愛知県東海市 
神奈川県相模原市 
岐阜県岐阜市 
横浜市戸塚区 
愛知県尾張旭市 
静岡県藤枝市 
愛知県一宮市 
名古屋市千種区 

1 4 . 8 . 1 8 
1 4 . 8 . 1 8 
1 4 . 9 . 2 9 
1 5 . 1 . 1 0 
1 5 . 2 . 9 
1 5 . 2 . 1 6 
1 5 . 2 . 1 6 
1 5 . 2 . 1 6 

8,856 ㎡ 
7,765 ㎡ 
3,300 ㎡ 

863 ㎡ 
5,601 ㎡ 
3,975 ㎡ 
7,123 ㎡ 
9,163 ㎡ 

生活創庫福井店 
ユニー富士宮大宮店 

※ユニー千代田橋店の閉店は、店舗建替え増床工事によるものです 
※平成１５年２月期の期末店舗数は、前年期末に比べ４店減の１５４店です 
 
②売上伸長率 

平 成 １ ４ 年 度 上 半 期      
３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 上 期 計 

衣 料 品 
 

既設店 
全 店 

95.6% 
95.4％ 

93.8％ 
98.7％ 

91.5% 
90.5% 

93.5% 
94.3% 

85.0％ 
88.5％ 

100.2％ 
99.2％ 

92.9％ 
94.3％ 

住 関 品 
 

既設店 
全 店 

88.8％ 
89.1％ 

91.8％ 
97.0％ 

93.2％ 
92.1％ 

93.5％ 
94.7％ 

89.0％ 
92.8％ 

98.1％ 
97.7％ 

92.4％ 
94.0％ 

食 品 
 

既設店 
全 店 

96.7％ 
95.1％ 

95.0％ 
101.0％ 

97.1％ 
96.5％ 

98.0％ 
98.2％ 

98.4％ 
100.8％ 

99.3％ 
101.8％ 

97.4％ 
98.9％ 

直 営 計 
 

既設店 
全 店 

94.8％ 
93.9％ 

94.0％ 
99.5％ 

94.9％ 
94.1％ 

95.9％ 
96.5％ 

92.9％ 
95.9％ 

99.2％ 
100.4％ 

95.3％ 
96.8％ 
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平 成 １ ４ 年 度 下 半 期      
９ 月 １ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 下 期 計 

衣 料 品 
 

既設店 
全 店 

99.0％ 
100.2％ 

91.7％ 
95.9％ 

106.1％ 
103.9％ 

92.2％ 
94.4％ 

98.3% 
98.0％ 

95.5% 
99.2％ 

97.1％ 
98.5％ 

住 関 品 
 

既設店 
全 店 

96.4％ 
97.3％ 

91.7％ 
96.2％ 

100.6％ 
99.5％ 

91.3％ 
93.8％ 

97.5％ 
97.3％ 

92.7％ 
96.9％ 

95.1％ 
96.7％ 

食 品 
 

既設店 
全 店 

101.1％
99.6％ 

98.6％ 
101.9％ 

100.3% 
99.6％ 

99.2％ 
102.2％ 

100.1％ 
101.9％ 

98.3％ 
101.1％ 

99.6％ 
101.1％ 

直 営 計 
 

既設店 
全 店 

99.7％ 
99.2％ 

95.5％ 
99.3％ 

101.7％ 
100.6％ 

95.3％ 
98.0％ 

99.1％ 
100.0％ 

96.7％ 
99.9％ 

98.0％ 
99.5％ 

 
平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 平 成 １ ４ 年 ２ 月 期   
上 半 期 下 半 期 年 間 上 半 期 下 半 期 年 間 

衣 料 品 
 

既設店 
全 店 

92.9％ 
94.3％ 

97.1％ 
98.5％ 

95.0％ 
96.3％ 

91.2% 
101.8％ 

93.7％ 
95.0％ 

92.5％ 
98.4％ 

住 関 品 
 

既設店 
全 店 

92.4％ 
94.0％ 

95.1％ 
96.7％ 

93.7％ 
95.4％ 

91.0％ 
105.8％ 

92.1％ 
94.0％ 

91.6％ 
99.5％ 

食 品 
 

既設店 
全 店 

97.4％ 
98.9％ 

99.6％ 
101.1％ 

98.5％ 
100.0％ 

94.8% 
105.5％ 

94.9％ 
97.5％ 

94.9％ 
101.3％ 

直 営 計 
 

既設店 
全 店 

95.3％ 
96.8％ 

98.0％ 
99.5％ 

96.6％ 
98.1％ 

93.1％ 
104.4％ 

94.0％ 
96.0％ 

93.6％ 
100.0％ 

※前年割れ店舗（既設店ベース） １２０店／１５２店 
＜タイプ別既設店伸長率＞・アピタタイプ         ９７．６％   （前期 95.3％） 
            ・ユニー・サンテラスタイプ   ９４．８％   （前期 91.4％） 
            ・ユーホーム         １０４．１％   （前期 106.3％） 
③客数・客単価の状況（既設店） 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増  減 
買い上げ客数   ９８．１％   ９５．６％  ＋２．５％ 
客 単 価   ９８．７％   ９７．２％  ＋１．５％ 

④荒利率 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増  減 
衣 料 品   ３５．９％   ３４．８％  ＋１．１％ 
住 関 品   ２５．３％   ２４．７％  ＋０．６％ 
食 品   １８．９％   １８．７％  ＋０．２％ 

直 営 計   ２３．９％   ２３．６％  ＋０．３％ 
⑤商品回転日数 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増  減 
衣 料 品   ５９．４日   ６２．２日  ▲２．８日 
住 関 品   ５９．８日   ６０．８日  ▲１．０日 
食 品    ４．３日    ４．２日  ＋０．１日 

直 営 計   ２８．１日   ２９．５日  ▲１．４日 
※商品回転日数は、各月平均在庫売価で算出 
⑥ロス率（売価修正ロス＋品減りロス） 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増  減 
衣 料 品   １６．３％   １６．８％  ▲０．５％ 
住 関 品    ７．７％    ７．３％  ＋０．４％ 
食 品    ０．７％    ０．５％  ＋０．２％ 
直 営 計    ５．７％    ５．７％  ±０．０％ 

 



 3

⑦販管費の主な項目 

 平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 平 成 １ ４ 年 ２ 月 期 前 年 比 
人 件 費 
広 告 費 
改 装 費 
賃 借 料 
減 価 償 却 費 

８８，０５３百万円 
１４，５３４百万円 
１，０３７百万円 

２５，９７３百万円 
１６，５２０百万円 

８８，４９６百万円 
１４，２３０百万円 

５８８百万円 
２８，３５６百万円 
１７，２８０百万円 

９９．５％ 
１０２．１％ 
１７６．３％ 
９１．６％ 
９５．６％ 

販 管 費 計 １８７，１２４百万円 １９１，２５５百万円 ９７．８％ 

 
⑧営業外損益の主な項目 

 平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 平成１４年２月期 増    減 

 受 取 利 息 
受取配当金 
支 払 利 息 

２６１百万円 
２，６２７百万円 

▲２，８５５百万円 

３３０百万円 
１，７４７百万円 

▲３，００５百万円 

 ▲６９百万円 
＋８８０百万円 
＋１５０百万円 

金 融 収 支 
貸 倒 引 当 繰 入 
有価証券評価損 
有価証券売却益 
そ の 他 

３３百万円 
▲ ２７１百万円 

―― 
１２百万円 

５１７百万円 

▲９２８百万円 
▲７７７百万円 

―― 
４５百万円 

５６７百万円 

＋９６１百万円 
＋５０６百万円 

―― 
 ▲３３百万円 
 ▲５０百万円 

営 業 外 損 益 計 ２９１百万円 ▲１，０９３百万円 ＋１，３８４百万円 
※ 受取配当金には、ユニー香港からの配当金６４６百万円を含んでいます。来期の予定はありません 
 
⑨特別利益の主なもの 
・固定資産売却益     ２４９百万円（大田川・土地）     
・受取補償金       ３００百万円（大田川） 
 
⑩特別損失の主なもの 
・ 固定資産除却損  ３，０１１百万円 

（大田川 558、橋本 308、芥見 252、千代田橋 208、ｱﾋﾟﾀ一宮 166 百万円） 
・店舗閉鎖損       ６３９百万円（橋本店） 
・関係会社株式売却損   ４０９百万円（ユニー香港株式売却に伴う為替差損） 
・早期退職者退職金    ３３５百万円 
・投資有価証券評価損 １，８３５百万円（ＵＦＪ816、ｴﾝﾁｮｰ 631、みずほ 189 百万円） 
 
⑪有利子負債の内訳 

 平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 平 成 １ ４ 年 ２ 月 期 
コマーシャルペーパー 
短 期 借 入 金 
長 期 借 入 金 
社 債 

 ４５，０００百万円 
３，４６７百万円 

９８，１７０百万円 
５０，０００百万円 

３１，０００百万円 
９，７０１百万円 

９８，８０２百万円 
６０，０００百万円 

合 計 １９６，６３７百万円 １９９，５０３百万円 
※償還期限別社債残高 
・平成 15 年 4 月 30 日            １０，０００百万円  利率 2.025% 
・平成 16 年４月 30 日             ５，０００百万円  利率 2.20% 
・平成 16 年 12 月 24 日            １０，０００百万円  利率 2.15% 
・平成 17 年 11 月 25 日             ５，０００百万円  利率 1.82% 
・平成 18 年 3 月 10 日            １０，０００百万円  利率 2.26％ 
・平成 19 年 4 月 20 日             ５，０００百万円  利率 1.75％ 
・平成 22 年 4 月 20 日             ５，０００百万円  利率 2.13％ 
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⑫配当金 
 期末配当金は、普通配当５円・特別配当５円の計１０円であり、年間配当金は１８円となります。 
 ※前期の年間配当金は１６円（中間配当８円・期末８円） 
 
⑬財政状況について 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増   減 
総 資 産 
株 主 資 本 
株主資本比率 

５１６，５９０百万円 
１３９，６２５百万円 

 ２７．０％ 

５１７，２３５百万円 
１３６，００２百万円 
   ２６．３％ 

▲６４５百万円 
＋３，６２３百万円 

＋０．７％ 
 
⑭設備投資金額（工事ベース） 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増   減 
先 行 投 資 
新 増 設 店 
既存店・活性化投資 
物 流 セ ン タ ー 

   ３４億円 
   ８５億円 
   ８０億円 
   １５億円 

   ７６億円 
   １２億円 
  ２４５億円 
   ――   

 ▲４２億円 
 ＋７３億円 
▲１６５億円 
 ＋１５億円 

計   ２１４億円   ３３３億円  ▲１１９億円 
※支払ベースでは２１２億円（前期は４７９億円） 
 
 
 
 

＜その他参考資料＞ 
①期末店舗数及び売場面積 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増   減 前 年 比 
店 舗 数 
店舗面積 

   １５４店 
１，２５１，２８８㎡ 

１５８店 
１，２６０，１０８㎡ 

   ▲４店 
▲８，８２０㎡ 

  ―― 
９９．３％ 

 
②売場面積当り売上高・一人当り売上高の状況（期末売上高・期末従業員数基準） 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 増  減 
売場面積１㎡当り売上高 ５８０千円 ５８７千円 ▲７千円 
一人当り売上高 社 員 

特勤者含む 
１２５，９３１千円 
２８，９４４千円 

１２１，２４６千円 
 ２８，７２４千円 

＋４，６８５千円 
＋２２０千円 

 
③タイプ別店舗数及び売上高                   [単位：百万円] 

平成１５年２月期 平成１４年２月期  
店 舗 数 売 上 高 構成比 店舗数 売 上 高 構 成 比 

 
前年比 

ア ピ タ 
ユ ニ ー 
ユーホーム 
生 活 創 庫 
ＳＭタイプ 

７０ 
７１ 
１０ 
１ 
２ 

447,535 
250,749 
16,173 
7,213 
1,408 

61.9％ 
34.7％ 
2.2％ 
1.0％ 
0.2％ 

６８ 
７８ 
１０ 
１ 
１ 

442,098 
269,382 
15,512 
8,707 
1,413 

60.0% 
36.5％ 
2.1％ 
1.2％ 
0.2％ 

101.2 
93.1 

104.3 
82.8 
99.6 

合 計 １５４ 723,078 100.0% １５８ 737,112 100.0％ 98.1 
※ＳＭタイプは、アピタ食品館・ラ フーズコア 
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④地域別店舗数及び売上高                        [単位：百万円] 
平成１５年２月期 平成１４年２月期  

店 舗 数 売 上 高 構 成 比 店 舗 数 売 上 高 構 成 比 
 

前 年 比 
既 設 
前 年 比 

新潟県 
群馬県 
栃木県 
茨城県 
埼玉県 
千葉県 
東京都 

神奈川県 

２ 
６ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 

１２ 

9,274 
24,689 
13,992 
16,355 
21,155 
22,793 

7,537 
47,953 

1.3% 
3.4％ 
1.9% 
2.3％ 
2.9％ 
3.1％ 
1.0％ 
6.6％ 

２ 
６ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 

１４ 

9,520 
25,402 
13,698 
17,015 
20,853 
23,113 
8,571 

50,892 

1.3% 
3.4％ 
1.9％ 
2.3％ 
2.8％ 
3.1％ 
1.2％ 
6.9％ 

97.4％ 
97.2％ 

102.2％ 
96.1％ 

101.5％ 
98.6％ 
87.9％ 
94.2％ 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

関 東 本 部 ３８ 163,750 22.5％ ４０ 169,067 22.8％ 96.9％ 97.6％ 
山梨県 
静岡県 

１ 
１４ 

7,660 
67,050 

1.1％ 
9.2％ 

１ 
１４ 

8,135 
66,977 

1.1％ 
9.1％ 

94.2％ 
100.1％ 

―― 
―― 

静 岡 本 部 １５ 74,710 10.3％ １５ 75,112 10.1％ 99.5％ 93.2％ 
愛知県 
岐阜県 
三重県 
長野県 

５８ 
１４ 
６ 
５ 

313,704 
56,270 
31,292 
20,152 

43.2％ 
7.8％ 
4.3％ 
2.8％ 

５９ 
１５ 
６ 
５ 

317,222 
56,997 
31,910 
21,095 

42.8％ 
7.7％ 
4.3％ 
2.9％ 

98.9％ 
98.7％ 
98.1％ 
95.5％ 

―― 
―― 
―― 
―― 

中 京 本 部 ８３ 421,419 58.0％ ８５ 427,225 57.7％ 98.6％ 96.7％ 
福井県 
石川県 
富山県 

６ 
４ 
８ 

19,764 
19,268 
27,458 

2.7％ 
2.7％ 
3.8％ 

６ 
４ 
８ 

20,784 
18,928 
29,331 

2.8％ 
2.6％ 
4.0％ 

95.1％ 
101.8％ 

93.6％ 

―― 
―― 
―― 

北 陸 本 部 １８ 66,491 9.2％ １８ 69,044 9.3％ 96.3％ 95.7％ 
※ 合 計 １５４ 726,372 100.0％ １５８ 740,449 100.0％ 98.1％ 96.6％ 
※合計には、本社他の売上高が含まれている 
⑤店舗別売上高ベスト１０ 

 店   名 売 上 高 前 年 比 直営売場面積 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 

アピタ港店 
アピタ阿久比店 
アピタ桑名店 
アピタ稲沢店 
アピタ長久手店 
アピタ名古屋南店 
ユニー一宮店 
アピタ向山店 
アピタ緑店 
アピタ大口店 

１２，９００百万円 
１１，３５４百万円 
１１，１５５百万円 
１１，０６６百万円 
１０，９４２百万円 
１０，４０６百万円 
 ９，８５６百万円 
 ９，４３１百万円 
 ８，９９４百万円 
 ８，８８９百万円 

９５．９％ 
９５．７％ 
９６．６％ 

１００．４％ 
１０１．１％ 
９５．４％ 
９９．１％ 
９８．８％ 
９７．４％ 
９７．４％ 

１１，９５３㎡ 
１５，８１７㎡ 
１０，０００㎡ 
１３，３２９㎡ 
１４，６８４㎡ 
９，３９５㎡ 

１２，７６４㎡ 
１０，７５３㎡ 
９，３４１㎡ 

１３，０００㎡ 
⑥期末従業員数 

人   数 構 成 比 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数  

 前 年  前 年  前 年  前 年 
社 

 
員 

男 子 
女 子 
計 

４，４６９ 
１，２９９ 
５，７６８ 

4,677 
1,430 
6,107 

１７．８％ 
５．２％ 

２３．０％ 

18.1％ 
5.5％ 

23.7％ 

４２．７ 
３５．３ 
４１．０ 

42.0 
34.2 
40.1 

２０．２ 
１４．９ 
１９．０ 

19.5 
13.8 
17.1 

特 勤 者 １９，３２７ 19,671 ７７．０％ 76.3％ 
合 計 ２５，０９５ 25,778 １００．０％ 100.0％ 

 

※特勤者は、嘱託社員＋パートタイマー＋キャリア社員の実人員 
⑦プライベートブランド（売価ベース） 

 平成１５年２月期（対前年比） 平成１４年２月期（対前年比） 
衣 料 品 
住 関 品 
食 品 

  ４１１億円（１２６％） 
  １１９億円（１３２％） 
  １７７億円（１２８％） 

  ３２６億円（２１０％） 
   ９０億円（１４８％） 
  １３８億円（１１０％） 

合 計   ７０７億円（１２８％）   ５５４億円（１６２％） 
⑧直輸入品（売価ベース） 

 平成１５年２月期（対前年比） 平成１４年２月期（対前年比） 
衣 料 品 
住 関 品 

  ３２５億円（１１２％） 
   ６６億円（１０２％） 

  ２９０億円（１４５％） 
   ６５億円（１０８％） 

合 計   ３９１億円（１１０％）   ３５５億円（１３７％） 
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２．次期（平成１６年２月期）の業績予想 
①次期の業績予想 

 平成１６年２月期 前 期 比 前 年 比 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

７３６,２００百万円 
１８,３００百万円 
１７,５００百万円 
７,５００百万円 

▲２０,２３０百万円 
＋ １,４８２百万円 
＋    ３９０百万円 
＋   ３８５百万円 

97.3％ 
108.8％ 
102.3％ 
105.4％ 

通期の既設店伸長率は９８．８％（前期は９６．６％）を見込んでいます 
※通期の荒利率は２４．２％（前期は２３．９％）を見込んでいます 
※期末従業員予想 ２５,０００人 
①－②中間期の業績予想 

 平成１６年２月期 前 期 比 前 年 比 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

３６４,２００百万円 
７,３００百万円 
６,９００百万円 
２,１００百万円 

▲ ７,５３９百万円 
▲   １９２百万円 
▲   ９９２百万円 
▲    ９２２百万円 

98.0％ 
97.4％ 
87.4％ 
71.1％ 

※中間期の既設店伸長率は９８．８％（前期は９５．３％）を見込んでいます 
※ 中間期の荒利率は２４．０％（前期は２３．７％）を見込んでいます 
 
②平成１６年２月期（３３期）業績予想の主な項目                  [単位：百万円] 

     上      期      通      期  
H15.8.20 予想 H14.8.20 実績 前年比 H16.2.20 予想 H15.2.20 実績 前年比 

既 設 店 伸 長 率 ９８．８％  ９５．３％ ＋3.5％ ９８．８％ ９６．６％ ＋2.2％ 
営 業 収 益 ３６４，２００ ３７１，７３９ 98.0％ ７３６，２００ ７５６，４３０ 97.3％ 
売 上 高 ３４９，４００ ３５６，８０２ 97.9％ ７０６，５００ ７２６，３７２ 97.3％ 
荒 利 率 （ ％ ） ２４．０％  ２３．７％ ＋0.3％ ２４．２％  ２３．９％ ＋0.3％ 
営 業 総 利 益 ９８，８５８  ９９，５６７ 99.3％ ２０１，０００ ２０３，９４２ 98.6％ 

 人件費 
広告費 
改装費 
賃借料 
減価償却費 
その他 

４３，５０１ 
６，７０４ 

７３３ 
１２，４０３ 
７，７１８ 

２０，４９９ 

 ４３，１１５ 
  ６，８１９ 
   ５４３ 
１３，０３９ 
８，０６９ 

２０，４８９ 

100.9％ 
98.3％ 

135.0％ 
95.1％ 
95.6％ 

100.0％ 

８６，７３０ 
１３，９６０ 
１， ２４０ 

２４，４２０ 
１５，７４０ 
４０，６１０ 

 ８８，０５３ 
 １４，５３４ 
  １，０３８ 
 ２５，９７３ 
 １６，５２０ 
 ４１，００６ 

98.5％ 
96.1％ 

119.5％ 
94.0％ 
95.3％ 
99.0％ 

営 業 費 計 ９１，５５８ ９２，０７４ 99.4％ １８２，７００ １８７，１２４ 97.6％ 
営 業 利 益 ７，３００ ７，４９２ 97.4％ １８，３００  １６，８１７ 108.8％ 
金 融 収 支 
そ の 他 

▲ ４００ 
０ 

３３９ 
６０ 

－ 
－ 

▲ ８００ 
０ 

    ３３ 
２５９ 

－ 
－ 

経 常 利 益 ６，９００ ７，８９２ 87.4％ １７，５００  １７，１０９ 102.3％ 
税 前 利 益 ３，８００ ４，８８３ 78.6％ １２，８００  １１，５５７ 111.1％ 
当 期 利 益 ２，１００ ３，０２２ 71.1％ ７，５００   ７，１１４ 105.4％ 
1）退職給付費用 ６,４００百万円、代行部分返上に伴う法定福利費の増分  ４,１００百万円 

計 １０,５００百万円 （前年比＋ １,２００百万円） 
・下記の理由により、数理計算上の差異が発生していますが、これを１０年で処理します。 
① １５年２月期における年金資産利回りの逆ザヤ 
② １６年２月期から割引率を３％→２％へ引き下げ 
③ 代行部分返上にともなう過去勤務債務（負債の減額）の発生 

2）平成１６年２月期特別損益の内訳 
・特別利益 ２，１４０百万円  投資有価証券売却益 １，２８０百万円 
・特別損失 ６，８００百万円  生活創庫名駅店他閉店店舗による閉鎖損 
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③設備投資計画（工事ベース） 

 平成１６年２月期予想 平成１５年２月期実績 増  減 
先 行 投 資 
新 増 設 店 
既設店・活性化投資 
物 流 セ ン タ ー 

１６９億円 
４２億円 
６０億円 
２７億円 

３４億円 
８５億円 
８０億円 
１５億円 

＋１３５億円 
▲ ４３億円 
▲ ２０億円 
＋ １２億円 

計 ２９８億円 ２１４億円 ＋ ８４億円 
※支払ベースでは２８３億円（前期は２１２億円） 
 
④資金計画の概要                              [単位：億円] 

   Ｈ16.2月予想 Ｈ15.2月実績 
支払ベース設備投資 １  ２８３ ２１２ 

当期利益 ２  ７５ ７１  
税金調整 ３  ▲   ８ ▲  １８ 

 配当金・役員賞与 ４  ▲  ３７ ▲  ３１ 

 減価償却 ５  １５７ １６５ 
 退職給付引当金等 ６  ３３ １７ 

 除却損・売却等（簿価分） ７  ３７ ３４ 
   計 ８ 2＋3＋4＋5＋6＋7 ２５７ ２３８ 
預り保証金 ９  ▲  １０ ▲   ９ 
長期借入金 10  １００ ▲   ６ 
社債＆転換社債 11  ▲ １００ ▲ １００ 

 
調 
 
 
 
 
 
 
達 

差入保証金戻り 12  ３９ ４７ 
合    計 13 8＋9＋10＋11＋12 ２８６ １７０ 

過不足 14 13－1 ＋   ３ ▲  ４２ 

 
⑤平成１５年度の開店予定店舗 

 店      名 所 在 地 店舗面積 開店予定 総投資額 
新設店舗 アピタ新潟西店 

ユーホーム新潟西店 
新潟県新潟市 
新潟県新潟市 

29,436 ㎡ 
上記に含む 

1 5 . 4 . 2 5 
1 5 . 4 . 2 5 

５３億円 
上記に含む 

建替店舗 ジョイマート ユニー丸岡店 福井県坂井郡 ※未定 下 期 １０億円 
閉店店舗 ※ユニー丸岡店 

ユニー浜北店 
生活創庫名古屋駅店 
※ユニー藤岡店 
※ユニー各務原店 

福井県坂井郡 
静岡県浜北市 
名古屋市中村区 
群馬県藤岡市 
岐阜県各務原市 

3,759 ㎡ 
5,101 ㎡ 

14,109 ㎡ 
6,346 ㎡ 
5,244 ㎡ 

1 5 . 5 . 2 5 
1 5 . 6 . 1 5 
1 5 . 8 . 1 7 
1 5 . 8 . 1 7 
1 5 . 9 月 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

※上記大型店のほかに、食品スーパー ラ フーズコアの開店を３店舗予定しています 
※ユニー丸岡店・ユニー藤岡店・ユニー各務原店の閉店は、店舗建替え工事に伴う一時閉店です 
※新設店の店舗面積は、大店立地法の物販面積（直営＋物販テナント） 
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３．連結決算 
①連結決算の業績 

 平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 前 期 比 前 年 比 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

１,１７９,９１３百万円 
４９,６５９百万円 
４７,２４５百万円 
１２,５４４百万円 

▲ １,３０５百万円 
＋ ４,４６６百万円 
＋ ５,２６５百万円 
＋２９,５８０百万円 

99.9％ 
109.9％ 
112.5％ 
－ 

※少数株主帰属利益 ７,９０７百万円（前期比 ＋３,３２４百万円,前年比 ＋７２．６％） 
※連結決算の営業利益は、２期連続の最高益更新です 
※連結決算の経常利益は、平成１４年２月期より２期連続の増益であり、過去最高利益です 
※連結決算の当期利益は、３期ぶりの増益です。過去最高利益は平成１０年２月期の１２，８３７百万円です 
 
 
②セグメント別の主な個別会社の情報            [単位：百万円] 
 ※特勤者＝嘱託社員＋キャリア社員＋パートタイマー（換算）＋アルバイト（換算） 
総合小売業                         

 ユ ニ ー ユーストア ユニー香港 
営業収益（前年比） 756,430(▲1.8) 148,727(＋3.2) 12,503(▲2.3) 

売上高（前年比） 726,372(▲1.9) 142,640(＋3.2) 12,464(▲2.3) 

期末店舗数 １５４店 ６６店 １店 
 期中開店店舗 ４店 ３店 ０ 
 期中閉店店舗 ８店 ０ ０ 
期中開店店舗の売場面積 32,853 ㎡ 6,873 ㎡ ０ 
期末売場面積 1,251,288 ㎡ 267,237 ㎡ 16,460 ㎡ 
期末社員数 5,768 人 965 人 353 人 
期中平均特勤者 18,153 人 3,665 人 92 人 
コンビニエンスストア  ※コンビニの特勤者は、本社オフィスのみで、直営店は含みません 

 Ｃ＆Ｓ連結 サークルＫ サンクスＡＡ 
営業収益（前年比） 158,313(＋2.9) 93,090(＋1.8) 65,223(＋ 4.5) 
売上高（前年比） 47,069(＋1.9) 35,952(▲1.6) 11,117(＋15.4) 
期末店舗数（①＋②＋③） ―― ２，９７１店  ３，２７０店 
①直営 ―― ２８３店 ８４店 
②フランチャイジー ―― ２，４２７店 ２，１７３店 
③エリアフランチャイザー ―― ２６１店 １，０１３店 
期末社員数 23 人 960 人 917 人 
期中平均特勤者 ―― 190 人 103 人 
専門店 

 さ が 美 パ レ モ モ リ エ ラフォックス 
営業収益（前年比） 54,431(▲1.6) 26,427(＋7.4) 10,072(▲1.3) 2,301 (▲8.5) 
売上高（前年比） 53,976(▲1.6) 26,124(＋7.3) 9,812(▲1.3) 2,278(▲8.6) 
期末店舗数 ３７４店 ３７８店 １５４店 １６店 
 期中開店店舗 ２８店 ３５店 ８店      ― 
 期中閉店店舗 １３店 ３１店 ４店 １店 
期中開店店舗の売場面積 4,137 ㎡ 5,077 ㎡ 951 ㎡      ― 
期末売場面積 49,500 ㎡ 59,149 ㎡ 19,183 ㎡ 9,462 ㎡ 
期末社員数 805 人 149 人 35 人 31 人 
期中平均特勤者 1,397 人 1,505 人 705 人 97 人 
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③連結決算 販管費の主な項目 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 前 年 比 
人 件 費 
広 告 費 
賃 借 料 
減 価 償 却 費 
連結調整勘定償却 

１４７，０１４百万円 
３０，７３８百万円 
７８，６７８百万円 
３０，７０３百万円 
１，５１７百万円 

１４６，８９５百万円 
 ２７，５２２百万円 
 ７６，６９５百万円 
３１，４５７百万円 
１，４９６百万円 

100.1％ 
111.7％ 
102.6％ 
97.6％ 

101.4％ 
販 管 費 計 ３６９，１６８百万円 ３６６，４１２百万円 100.8％ 

 
④営業外収益の主なもの 

 平成１５年２月期 平成１４年２月期 前 年 比 
受 取 利 息 ６６２百万円 ８３９百万円 79.0％ 
受 取 配 当 金 １９１百万円 １８６百万円 102.5％ 
有 価 証 券 売 却 益 １２百万円 ４６百万円 25.8％ 
持分法による投資利益 ３１０百万円 ６１百万円 502.4％ 
そ の 他 １，６１６百万円 ２，００６百万円 80.6％ 

計 ２，７９１百万円 ３，１３８百万円 89.0％ 

 
⑤営業外費用の主なもの 
 平成１５年２月期 平成１４年２月期 前  年  比 
支 払 利 息 ３，５４５百万円 ３，７６０百万円 94.3％ 
そ の 他 １，６６０百万円 ２，５９１百万円 64.1％ 

計 ５，２０６百万円 ６，３５１百万円 82.0％ 

 
⑥特別利益の主な項目 
・固定資産売却益        ３０８百万円（ユニー 249 百万円等） 
・前期損益修正益      ３８５百万円（ユニー 261 百万円等） 
・受取補償金        ４５６百万円（ユニー 大田川店 354 百万円 等） 
 
⑦特別損失の主な項目 
・固定資産処分損   ４，９９０百万円（ユニー 3,323 百万円，サンクス 608 百万円， 
                     サークルＫ 443 百万円，さが美 373 百万円） 
・投資有価証券評価損 ２，５２５百万円（ユニー1,835 百万円,サンクス 151 百万円,サークルＫ111 百万円等） 
・店舗閉鎖損         ６６１百万円（ユニー   639 百万円） 
・早期退職者退職金     ６２３百万円（ユニー   335 百万円,さが美 265 百万円） 
 
⑧連結決算 有利子負債の内訳 
 平成１５年２月期 平成１４年２月期 
コマーシャルペーパー 
短 期 借 入 金 
長 期 借 入 金 
社 債 

４５，０００百万円 
１４，３８８百万円 

１３７，７４５百万円 
５０，０００百万円 

３１，０００百万円 
２５，００５百万円 

１２８，２０２百万円 
６８，０００百万円 

計 ２４７，１３３百万円 ２５２，２０７百万円 
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⑨連結決算業績予想 

 平成１６年２月期 前 期 比 前 年 比 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

１，１６７，０００百万円 
５０，０００百万円 
４３，６００百万円 
１１，８００百万円 

▲１２，９１３百万円 
＋   ３４１百万円 
▲ ３，６４５百万円 
▲   ７４４百万円 

９８．９％ 
１００．７％ 
９２．３％ 
９４．１％ 

※少数株主帰属利益６，１１０百万円 
※退職給付費用 １２，３００百万円  代行返上に伴う法定福利費の増分 １，５００百万円 

計 １３，８００百万円（前期比 ＋２,３００百万円） 
数理計算上の差異は、８～１０年で処理します 

 
⑨－②連結業績中間予想 

 平成１６年２月期中間 前 期 比 前 年 比 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

５８１，１００百万円 
２４，４００百万円 
２１，５００百万円 
４，９００百万円 

▲ １，８４０百万円 
▲ １，７２０百万円 
▲ ３，２４５百万円 
▲ １，３２２百万円 

９９．７％ 
９３．４％ 
８６．９％ 
７８．８％ 

※少数株主帰属利益１，９６０百万円 
 
⑩連結ベースの設備投資及び減価償却 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 
設備投資 
減価償却 

５９３億円 
３３８億円 

  ４９０億円 
  ３０７億円 

※設備投資は工事ベース・経費除く 
 
⑪主要子会社の総資産及び借入金                            [単位：百万円] 

 総資産 借入金 
及び社債 

株主資本 ユニーから
の借入金 

有価証券 
含み損益 

ユニー㈱ 
持株比率 

ユニー 516,590 196,637 139,625 －   3,864 －  
ユーストア 79,643 13,165 42,074 －   4 64.28 
ユニー香港 2,031 －   758 －   －  100.00 
Ｃ＆Ｓ連結 194,487 1,650 106,083 －   －  46.72 
 サークルＫ 104,582 －   54,973 －   28 46.72 
 サンクスＡＡ 77,019 2,450 35,753 －   22 46.72 
さが美 48,310 3,270 28,961 －   128 54.49 
パレモ 11,441 3,690 2,138 －   －  86.02 
モリエ 4,910 1,950 150 1,950 －  96.25 
ラフォックス 1,413 1,535 ▲    9 1 5  1,535 －  100.00 
ユニーカードサービス 48,509 28,839 2,614 －  25 98.67 
青木ケ原高原開発(ﾕｰｸﾞﾘｰﾝ) 8,534 10,563 ▲  2,122 －  －  75.35 
※青木ケ原高原開発の借入金及び社債は預り保証金 
※ 子会社・関連会社への保証債務としては、 

㈱足利モールに対し           ２８０百万円 
ＵＩＦ（ＮＥＴＨＥＲＬＡＮＤＳ）に対し １８４百万円 
㈱センダントジャパンに対し       １２０百万円 
㈱ラフォックスに対し            ２百万円がある 

※ユニー㈱持株比率は間接所有も含む 
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⑫主要連結会社の業績及び業績予想                           [単位：百万円] 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 利 益 期 末 
店舗数 

投資額 

 
ユニー 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

736,200(▲ 2.7) 
756,430(▲ 1.8) 
770,598(▲ 1.3) 

17,500(＋  2.3) 
17,109(＋ 38.6) 
12,344(＋178.1) 

7,500(＋  5.4) 
7,114(   ―  ) 

▲17,807(   ―  ) 

１５５ 
１５４ 
１５８ 

298 億 
214 億 
333 億 

 
ﾕ ｰ ｽ ﾄ ｱ 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

158,000(＋ 6.2) 
148,727(＋ 3.2) 
144,092(＋ 2.4) 

4,800(＋  1.2) 
4,742(＋ 15.0) 

 4,124(＋ 89.3) 

2,800(＋  3.5) 
2,704(＋635.7) 

  367(▲ 69.2) 

７１ 
６６ 
６３ 

29 億 
23.9億 
18.4億 

 
 

総
合 
小
売 
業 
 

ユニー 
 

香 港 

１５／11 
１４／11 
１３／11 

12,605(＋ 0.8) 
12,503(▲ 2.3) 

 12,795(＋ 4.1) 

207(▲ 38.4) 
336(▲ 41.9) 

   577(▲ 16.3) 

174(▲ 41.8) 
296(▲ 40.4) 
495(▲ 24.2) 

１ 
１ 
１ 

0.9億 
1.0億 
0.8億 

Ｃ＆Ｓ 
 

連 結 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

154,500(▲ 2.4) 
158,313(＋ 2.9) 
153,889(  ―  ) 

18,700(▲ 20.7) 
23,574(＋  0.8) 
23,378(   ―  ) 

7,800(▲ 32.1) 
11,490(＋  1.6) 
11,304(   ―  ) 

― 
― 
― 

― 
― 
― 

 
ｻｰｸﾙＫ 

 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

88,600(▲ 4.8) 
93,090(＋ 1.8) 

 91,462(＋ 4.0) 

11,630(▲ 15.4) 
13,754(＋  0.7) 
13,654(＋ 4.4) 

5,700(▲ 23.3) 
7,432(▲  1.1) 

   7,513(＋ 45.4) 

2,922 
2,971 
2,828 

96.1億 
100.2 億 
135.8億 

 
Ｃ 
 
 

Ｖ 
 
 

Ｓ 

ｻ ﾝ ｸ ｽ 
 

Ａ Ａ 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

65,900(＋ 1.0) 
65,223(＋ 4.5) 

 62,427(＋13.3) 

8,080(▲ 24.2) 
10,656(▲  1.9) 
10,862(＋ 5.7) 

3,450(▲ 28.6) 
4,835(▲  1.7) 

   4,919(＋ 27.2) 

3,335 
3,270 
3,066 

89.7億 
82.6億 
96.2億 

 
さが美 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

54,500(＋ 0.1) 
54,431(▲ 1.6) 

 55,295(▲ 3.3) 

1,800(＋ 12.2) 
1,603(＋ 20.8) 

 1,327(▲ 12.7) 

600(＋ 49.6) 
401(   ―  ) 

▲ 4,278(   ―  ) 

３８５ 
３７４ 
３５９ 

8.0億 
9.0億 
6.5億 

 
パレモ 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

27,080(＋ 2.5) 
26,427(＋ 7.4) 

 24,602(＋ 3.1) 

1,050(＋  5.0) 
1,000(＋ 66.1) 

   602(▲ 12.4) 

465(＋  5.0) 
442(    ―  ) 

▲  317 (    ―  ) 

４０２ 
３７８ 
３７４ 

9.1億 
7.5億 
4.9億 

 
モリエ 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

10,086(＋ 0.2) 
10,072(▲ 1.3) 

 10,208(＋ 7.1) 

180(＋  5.9) 
171(＋ 13.2) 

   151(＋ 41.7) 

70(＋ 16.7) 
49(    ―  ) 

▲  249 (    ―  ) 

１６４ 
１５４ 
１５０ 

3.0億 
1.8億 
2.5億 

 
 

専 
 
 

門 
 
 

店 
ラフォ 

 
ックス 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

2,168(▲ 5.8) 
2,301(▲ 8.5) 

 2,514(▲18.6) 

16(    ―  ) 
▲   2 6 (    ―  ) 
     1 (    ―  ) 

12(    ―  ) 
▲   4 9 (    ―  ) 
▲  265 (    ―  ) 

１６ 
１６ 
１７ 

0.3億 
0.4億 
0.3億 

ユニー 
カード 
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

10,247(＋16.2) 
8,833(＋19.7) 

 7,376(▲ 0.3) 

1,200(＋ 17.0) 
1,026(＋126.0) 

   454(▲ 56.1) 

660(＋ 17.2) 
  563(＋319.1) 
 134(▲ 76.4) 

― 
― 
― 

５９億 
５０億 
３５億 

そ 
 

の 
 

他 

青木ケ 
原高原 
開 発 

１６／２ 
１５／２ 
１４／２ 

653(▲ 3.1) 
673(▲ 0.6) 

  677(▲ 8.4) 

24(▲ 82.9) 
140(＋107.7) 
 6 7 (    ―  )    

24(▲ 82.7) 
139(   ―  )    

▲    3 (    ―  )    

― 
― 
― 

― 
― 
― 

※投資額（工事ベース・経費除く）のうち、１６年２月期は投資予定額 
※ユニー香港は、実績については期中平均レートで換算、予想については実績と同レートで換算 
※サークルＫ・サンクスＡＡの店舗数には、エリアＦＣを含む 
※サークルＫの 14 年２月期は、Ｃ＆Ｓ発足以前のサークルＫと発足後の分割子会社としてのサークルＫを合算 


